
１．はじめに 
文部科学省は，2017（平成 29）年 3 月に小学校学習指

導要領及び中学校学習指導要領（以下，小中学校学習指
導要領），翌月の 4 月に特別支援学校幼稚部教育要領及
び特別支援学校小・中学部学習指導要領（以下，特別支
援学校学習指導要領）を公示した．文部科学省（2017c）
32）では，これからの学校が目指すべき理念として，「よ

りよい学校教育を通じてよりよい社会を創るという目標
を学校と社会が共有し，連携・協働しながら，新しい時
代に求められる資質・能力を子供たちに育む『社会に開
かれた教育課程』の実現」を図っていくことを示してい
る．学校教育において育成を目指す資質・能力を明確に
するため，①新しい時代に必要となる資質・能力を踏ま
えた教科・科目等の新設や目標・内容の見直しを図って
いくこと，②主体的・対話的で深い学びの視点から学
習過程の改善を図っていくこと，③各学校におけるカリ
キュラム・マネジメントの実現を図っていくことが規定
され，3 つの柱で整理して示した．

知的障害教育における自立活動の取り組み
～高等部における軽度知的障害生徒への就労継続支援に関する
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要約
　これまでのキャリア教育の動向を整理し，職業学科における職業教育の現状と自立活動に対応した教育課程の仕組み
を取り上げ，自立活動を核とした取り組みにキャリア教育の視点を意識した授業改善の内容・方法を明らかにすること
を目的とした．結果，自立活動区分における「コミュニケーション」や「人間関係」はキャリア教育の指導内容と重な
る部分が多いため，キャリア教育の視点で授業改善する必要性が示唆された．

Abstract

　This research aims to find out how we should improve independent activities adding the perspective of career education. 
Through reorganizing previous methods of career education, this research has dealt with the current status of vocational 
education in the vocational course for students with mild intellectual disorders and the curriculum system corresponding to 
independent activities. As a result, it shows that we need to have the perspective of career education when we teach students 
independent activities because the independent activities class includes the same content about “communication” and “human 
relationships” as the career education class.
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において様々なキャリア教育の取り組みが行われてい
る．たとえば，小学校（中学年）では「1/2 成人式を開
こう～大人になっていいね～」という題材において，10
年間の自分の成長を振り返ることを通して，生命の尊さ
を感じるとともに，よりよく生きていこうとする気持ち
や態度を育てる授業なども行われている．中学校では，

「充実した生き方を探る」を題材に様々な立場の人の話
を聞き，働くことの意義や大切さを理解することをねら
いとして，自分の中でどんな生き方が大事なのか考えさ
せる授業も広く行われている 27）．このようにキャリア教
育の理念が浸透してきている一方で，「職場体験のみを
もってキャリア教育を行ったものとしているのではない
か，将来の夢を描くばかりに力点を置かれ，『働くこと』
の現実や必要な資質・能力の育成につなげていく指導が
軽視されていたりするのではないか」などの課題も指摘
されるようになった 34）．

（2）学校から社会への移行の課題
近年の社会情勢を背景に子どもたちの進路をめぐる環

境が大きく変化している中，「キャリア教育の視点から
我が国の教育の在り方を見直す必要がある」と報告され
た 25）．文部科学省は積極的にキャリア教育を推進してい
る背景には，「学校から社会への移行をめぐる課題とし
て，新規学卒者に対する求人状況の変動や雇用システム
の変化など就職・就業をめぐる環境の激変，勤労観，職
業観の未熟さ，社会の一員としての意識の希薄さなど若
者自身の資質等をめぐる課題が指摘された．さらに，子
どもたちの生活・意識の変容として，働くことや生きる
ことへの関心など子どもたちの成長・発達上の課題，進
路意識や目的意識が希薄なまま，進学・就職する者の増
加など高学歴社会におけるモラトリアム傾向」などを指
摘され 22），非正規雇用の増加（図 1）や早期の離職率の
高さ（図 2）などから学校から社会へのスムーズな移行
が行われない 1 つの要因となっている．このような要因
を克服していけるよう，社会人，職業人として自立し生
きていく力をつけていくキャリア教育は重要である．文
部科学省（2004）21）では，キャリア教育の位置づけとし
て「キャリア教育は学校の教育活動のすべてを通じて推
進される必要があり，各教科（高等学校の場合は教科・
科目）と道徳，特別活動，総合的な学習の時間の全体に
位置づけられる」と示し，キャリア教育を教育課程上に
位置付けられるとしている（図 3）．

 

図 1  正規雇用と非正規雇用労働者の推移 6）

 
図 2  新規学卒者の離職状況 6）

 

図 3  各教科等とキャリア教育 11）

３．キャリア教育の現状と課題
ここでは，小学校，中学校，高等学校，知的障害特別

支援学校におけるキャリア教育に関して，実践研究の現
状と課題を整理する．

小学校におけるキャリア教育の実践において，山田
（2011）37）は小学校段階においてキャリア教育の視点を
意識しながら，体験的な活動を効果的に生かす指導を行
い，児童一人ひとりが夢や目標に向かって学び続ける意
欲を育む授業実践を通して「①体験的な活動を効果的に
生かす指導のポイントを意識すること」，「②学習ポート
フォリオファイルの活用こと」の 2 点を挙げている．①
では「振り返り」「気付き」「つながり」の 3 点を意識す
ることで，単に体験的な活動を行うことだけでなく，キャ
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にして指導に当たることができ，➁においては学習ポート

フォリオファイルに，キャリア教育にかかわる学習活動の

過程や成果に関する情報を蓄積することで，児童は自分の

成長を確認できると報告している． 
中学校におけるキャリア教育の実践では，北川（2005）

5)によると，生徒の進路意識の実態を把握した上で，職業体

験の実践を通し，「相互向上コミュニケーション能力」の育

成が職業意識の高揚に繋げられるかどうかについて検証し

た結果，「中学生時代に職業体験を実施することは，大人と

のコミュニケーション，友達同志での意見の交換（話し合

い，伝え合い，気づき）など，国語力向上にかかわる面が

多々見られ，しいては進路意識の高揚に有効な学習手段で

ある」と報告している． 
高等学校におけるキャリア教育では，山本（2008）36)に

よると「体験活動を通して，価値観はどのように形成され，

『職業観』と『勤労観』とどのようにかかわるのか分析し

たところ，『社会規範』と『基礎知識』を基盤におくことに

より，社会性や人間性を高め，働くことへの価値を見出し，

将来を生きていくために求められる勤労観，職業観を育成

することができる」と報告している． 
小学部，中学部，高等部が設置されている知的障害特別

支援学校の岩手大学教育学部付属特別支援学校では，教員
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小中学校学習指導要領解説では，キャリア教育の内容
が明記され「児童生徒が，学ぶことと自己の将来とのつ
ながりを見通しながら，社会的・職業的自立に向けて必
要な基盤となる資質・能力を身に付けていくことができ
るよう，特別活動を要としつつ各教科等の特質に応じて，
キャリア教育の充実を図ること」30）31）とされたことで，
より一層キャリア教育の充実が求められるようになっ
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央教育審議会答申を受け，平成 30 年 3 月に新しい高等
学校学習指導要領が公示され，今回の改訂では，先に示
された小中学校学習指導要領等と同様に，資質・能力の
3 つの柱に基づいた各教科等の目標や内容について見直
し，「特別活動のホームルーム活動を中核とし，総合的
な探究の時間や学校行事，公民科に新設される科目『公
共』をはじめ各教科・科目等における学習，個別指導と
しての進路相談等の機会を生かしつつ，学校の教育活動
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り，現在行っている教育活動全体を勤労観・職業観をは
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つなげられると考える．

本研究では，これまでのキャリア教育の動向を整理し，
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２．教育課程でのキャリア教育の位置づけ
（1）キャリア教育が求められる背景

キャリア教育が注目されたのは，1999（平成 11）年
12 月，中央教育審議会答申（以後，1999 年答申）「今後
の初等中等教育と高等教育との接続の改善について」が
始まりである．この答申は，「学校と社会及び学校間の
円滑な接続を図るためのキャリア教育を小学校段階から
発達段階に応じて実施する必要がある」と提言された
20）．この背景には，「学校から社会への移行をめぐる課
題（就職・就業をめぐる環境の激変，若者自身の資質等
をめぐる課題など）」及び「子どもたちの生活・意識の
変容（子どもたちの成長・発達上の課題，高学歴社会に
おけるモラトリアム傾向など）」あげられ，それぞれが
直面するであろう，様々な課題に柔軟にかつたくましく
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業観・勤労観を育む学習プログラムの枠組み（例）」を
示した 7）．さらに，2004（平成 16）年 1 月にキャリア教
育の推進に関する総合的調査研究協力者会議において，
同報告書はキャリア教育を「キャリア」概念に基づき「児
童生徒一人一人のキャリア発達を支援し，それぞれにふ
さわしいキャリアを形成していくために必要な意欲・態
度や能力を育てる教育」ととらえ，「端的には」という
限定付きながら「勤労観，職業観を育てる教育」とした
ことで，「勤労観，職業観の育成のみに焦点が絞られて
しまい，現時点においては社会的・職業的自立のために
必要な能力の育成がやや軽視されている」ことが課題と
して生じてくると指摘し，キャリア教育について整理が
進められた 25）．

文部科学省（2012）28）は，学校現場において「提示さ
れている能力は例示にもかかわらず，学校現場では 4 領
域 8 能力を固定的にとらえている場合が多い」などの課
題が指摘されたため，これまでキャリア教育で育てたい
力として例示されていた「4 領域 8 能力」をさらに補強し，
社会的・職業的に自立するために必要な能力として「基
礎的汎用能力」への転換を提言した経緯がある．

2011（平成 23）年の中央教育審議会答申（以後，
2011b 年答申）「今後の学校におけるキャリア教育・職
業教育の在り方について」が示された 26）以降，各学校
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において様々なキャリア教育の取り組みが行われてい
る．たとえば，小学校（中学年）では「1/2 成人式を開
こう～大人になっていいね～」という題材において，10
年間の自分の成長を振り返ることを通して，生命の尊さ
を感じるとともに，よりよく生きていこうとする気持ち
や態度を育てる授業なども行われている．中学校では，

「充実した生き方を探る」を題材に様々な立場の人の話
を聞き，働くことの意義や大切さを理解することをねら
いとして，自分の中でどんな生き方が大事なのか考えさ
せる授業も広く行われている 27）．このようにキャリア教
育の理念が浸透してきている一方で，「職場体験のみを
もってキャリア教育を行ったものとしているのではない
か，将来の夢を描くばかりに力点を置かれ，『働くこと』
の現実や必要な資質・能力の育成につなげていく指導が
軽視されていたりするのではないか」などの課題も指摘
されるようになった 34）．

（2）学校から社会への移行の課題
近年の社会情勢を背景に子どもたちの進路をめぐる環

境が大きく変化している中，「キャリア教育の視点から
我が国の教育の在り方を見直す必要がある」と報告され
た 25）．文部科学省は積極的にキャリア教育を推進してい
る背景には，「学校から社会への移行をめぐる課題とし
て，新規学卒者に対する求人状況の変動や雇用システム
の変化など就職・就業をめぐる環境の激変，勤労観，職
業観の未熟さ，社会の一員としての意識の希薄さなど若
者自身の資質等をめぐる課題が指摘された．さらに，子
どもたちの生活・意識の変容として，働くことや生きる
ことへの関心など子どもたちの成長・発達上の課題，進
路意識や目的意識が希薄なまま，進学・就職する者の増
加など高学歴社会におけるモラトリアム傾向」などを指
摘され 22），非正規雇用の増加（図 1）や早期の離職率の
高さ（図 2）などから学校から社会へのスムーズな移行
が行われない 1 つの要因となっている．このような要因
を克服していけるよう，社会人，職業人として自立し生
きていく力をつけていくキャリア教育は重要である．文
部科学省（2004）21）では，キャリア教育の位置づけとし
て「キャリア教育は学校の教育活動のすべてを通じて推
進される必要があり，各教科（高等学校の場合は教科・
科目）と道徳，特別活動，総合的な学習の時間の全体に
位置づけられる」と示し，キャリア教育を教育課程上に
位置付けられるとしている（図 3）．
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小学校におけるキャリア教育の実践において，山田
（2011）37）は小学校段階においてキャリア教育の視点を
意識しながら，体験的な活動を効果的に生かす指導を行
い，児童一人ひとりが夢や目標に向かって学び続ける意
欲を育む授業実践を通して「①体験的な活動を効果的に
生かす指導のポイントを意識すること」，「②学習ポート
フォリオファイルの活用こと」の 2 点を挙げている．①
では「振り返り」「気付き」「つながり」の 3 点を意識す
ることで，単に体験的な活動を行うことだけでなく，キャ

  
 

[3] 
 

近年の社会情勢を背景に子どもたちの進路をめぐる環

境が大きく変化している中，「キャリア教育の視点から我が

国の教育の在り方を見直す必要がある」と報告された 25)．

文部科学省は積極的にキャリア教育を推進している背景に

は，「学校から社会への移行をめぐる課題として，新規学卒

者に対する求人状況の変動や雇用システムの変化など就

職・就業をめぐる環境の激変，勤労観，職業観の未熟さ，

社会の一員としての意識の希薄さなど若者自身の資質等を

めぐる課題が指摘された．さらに，子どもたちの生活・意

識の変容として，働くことや生きることへの関心など子ど

もたちの成長・発達上の課題，進路意識や目的意識が希薄

なまま，進学・就職する者の増加など高学歴社会における

モラトリアム傾向」などを指摘され 22)，非正規雇用の増加

（図 1）や早期の離職率の高さ（図 2）などから学校から社

会へのスムーズな移行が行われない 1 つの要因となってい

る．このような要因を克服していけるよう，社会人，職業

人として自立し生きていく力をつけていくキャリア教育は

重要である．文部科学省（2004）21)では，キャリア教育の

位置づけとして「キャリア教育は学校の教育活動のすべて

を通じて推進される必要があり，各教科（高等学校の場合

は教科・科目）と道徳，特別活動，総合的な学習の時間の

全体に位置づけられる」と示し，キャリア教育を教育課程

上に位置付けられるとしている（図 3）． 
 

 
図 1  正規雇用と非正規雇用労働者の推移 6） 

 

 

図 2  新規学卒者の離職状況 6） 
 

 
図 3  各教科等とキャリア教育 11） 

 

3. キャリア教育の現状と課題 
ここでは，小学校，中学校，高等学校，知的障害特別支

援学校におけるキャリア教育に関して，実践研究の現状と

課題を整理する． 
小学校におけるキャリア教育の実践において，山田（2011）

37)は小学校段階においてキャリア教育の視点を意識しなが

ら，体験的な活動を効果的に生かす指導を行い，児童一人

ひとりが夢や目標に向かって学び続ける意欲を育む授業実

践を通して「①体験的な活動を効果的に生かす指導のポイ

ントを意識すること」，「➁学習ポートフォリオファイルの

活用こと」の 2 点を挙げている．①では「振り返り」「気付

き」「つながり」の 3 点を意識することで，単に体験的な活

動を行うことだけでなく，キャリア教育の視点をより明確

にして指導に当たることができ，➁においては学習ポート

フォリオファイルに，キャリア教育にかかわる学習活動の

過程や成果に関する情報を蓄積することで，児童は自分の

成長を確認できると報告している． 
中学校におけるキャリア教育の実践では，北川（2005）

5)によると，生徒の進路意識の実態を把握した上で，職業体

験の実践を通し，「相互向上コミュニケーション能力」の育

成が職業意識の高揚に繋げられるかどうかについて検証し

た結果，「中学生時代に職業体験を実施することは，大人と

のコミュニケーション，友達同志での意見の交換（話し合

い，伝え合い，気づき）など，国語力向上にかかわる面が

多々見られ，しいては進路意識の高揚に有効な学習手段で

ある」と報告している． 
高等学校におけるキャリア教育では，山本（2008）36)に

よると「体験活動を通して，価値観はどのように形成され，

『職業観』と『勤労観』とどのようにかかわるのか分析し

たところ，『社会規範』と『基礎知識』を基盤におくことに

より，社会性や人間性を高め，働くことへの価値を見出し，

将来を生きていくために求められる勤労観，職業観を育成

することができる」と報告している． 
小学部，中学部，高等部が設置されている知的障害特別

支援学校の岩手大学教育学部付属特別支援学校では，教員

  
 

[3] 
 

近年の社会情勢を背景に子どもたちの進路をめぐる環

境が大きく変化している中，「キャリア教育の視点から我が

国の教育の在り方を見直す必要がある」と報告された 25)．

文部科学省は積極的にキャリア教育を推進している背景に

は，「学校から社会への移行をめぐる課題として，新規学卒

者に対する求人状況の変動や雇用システムの変化など就

職・就業をめぐる環境の激変，勤労観，職業観の未熟さ，

社会の一員としての意識の希薄さなど若者自身の資質等を

めぐる課題が指摘された．さらに，子どもたちの生活・意

識の変容として，働くことや生きることへの関心など子ど

もたちの成長・発達上の課題，進路意識や目的意識が希薄

なまま，進学・就職する者の増加など高学歴社会における

モラトリアム傾向」などを指摘され 22)，非正規雇用の増加

（図 1）や早期の離職率の高さ（図 2）などから学校から社

会へのスムーズな移行が行われない 1 つの要因となってい

る．このような要因を克服していけるよう，社会人，職業

人として自立し生きていく力をつけていくキャリア教育は

重要である．文部科学省（2004）21)では，キャリア教育の

位置づけとして「キャリア教育は学校の教育活動のすべて

を通じて推進される必要があり，各教科（高等学校の場合

は教科・科目）と道徳，特別活動，総合的な学習の時間の
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知的障害教育における自立活動の取り組み
～高等部における軽度知的障害生徒への就労継続支援に関するキャリア教育の視点から～

3

小中学校学習指導要領解説では，キャリア教育の内容
が明記され「児童生徒が，学ぶことと自己の将来とのつ
ながりを見通しながら，社会的・職業的自立に向けて必
要な基盤となる資質・能力を身に付けていくことができ
るよう，特別活動を要としつつ各教科等の特質に応じて，
キャリア教育の充実を図ること」30）31）とされたことで，
より一層キャリア教育の充実が求められるようになっ
た．高等学校においては，2016（平成 28）年 12 月に中
央教育審議会答申を受け，平成 30 年 3 月に新しい高等
学校学習指導要領が公示され，今回の改訂では，先に示
された小中学校学習指導要領等と同様に，資質・能力の
3 つの柱に基づいた各教科等の目標や内容について見直
し，「特別活動のホームルーム活動を中核とし，総合的
な探究の時間や学校行事，公民科に新設される科目『公
共』をはじめ各教科・科目等における学習，個別指導と
しての進路相談等の機会を生かしつつ，学校の教育活動
全体を通じて行うこと」が求められた 29）．

特別支援教育において，キャリア教育が注目されたの
は 2009（平成 21）年 3 月に告示された特別支援学校高
等部学習指導要領に「キャリア教育」の文言が明記され
てからである 23）．東京都教育委員会（2008）14）は，知
的障害教育におけるキャリア教育の考え方において「職
業教育や進路指導を全て含んだ包括的で大きな概念であ
り，現在行っている教育活動全体を勤労観・職業観をは
ぐくむというキャリア教育の視点で見直していく必要が
ある」と示した．さらに，「児童・生徒の実態に応じて，
労働や就職・就労のみにとらわれず，自分でやれること
を増やしていこうとする態度・意欲（勤労観）をはぐくみ，
自らの生き方を主体的に考え，進路を適切に選択できる
能力・態度（職業観）を障害の特性や発達段階に応じて
育成する」ことが示され，知的障害教育においてもキャ
リア教育の推進が求められるようになった．

知的障害特別支援学校の生徒の就労率が増加傾向にあ
る一方で，知的障害者の離職についても問題視されてい
る．知的障害者の就労継続を困難にする要因は，「仕事
上の相談の有無」「職場における人間関係」などが先行
研究で指摘され，社会的・職業的自立の育成が課題となっ
ている．それらの要因を解消するために，知的障害特別
支援学校高等部においてどのような取り組みが必要なの
か検討する必要がある．通常の小中高におけるキャリア
教育の研究を整理することは，児童生徒のキャリア発達
を支援する上で必要な能力や発達段階にふさわしいキャ
リア形成の在り方を参考にすることができ，知的障害者
の障害特性でもある人間関係の構築やコミュニケーショ
ン能力の改善のヒントになり，将来の自立と社会参加に
つなげられると考える．

本研究では，これまでのキャリア教育の動向を整理し，

職業学科における職業教育の現状と自立活動に対応した
教育課程の仕組みを取り上げ，自立活動を核とした取り
組みにキャリア教育の視点を意識した授業改善の内容・
方法を明らかにすることを目的とした．

２．教育課程でのキャリア教育の位置づけ
（1）キャリア教育が求められる背景

キャリア教育が注目されたのは，1999（平成 11）年
12 月，中央教育審議会答申（以後，1999 年答申）「今後
の初等中等教育と高等教育との接続の改善について」が
始まりである．この答申は，「学校と社会及び学校間の
円滑な接続を図るためのキャリア教育を小学校段階から
発達段階に応じて実施する必要がある」と提言された
20）．この背景には，「学校から社会への移行をめぐる課
題（就職・就業をめぐる環境の激変，若者自身の資質等
をめぐる課題など）」及び「子どもたちの生活・意識の
変容（子どもたちの成長・発達上の課題，高学歴社会に
おけるモラトリアム傾向など）」あげられ，それぞれが
直面するであろう，様々な課題に柔軟にかつたくましく
対応し，社会人，職業人として自立していくことができ
るようにする教育の推進が強く求められるようになった
22）．1999 答申を受け，2002 年 11 月には，国立教育政策
研究所生徒指導センターが「児童生徒の職業観・勤労観
を育む教育の推進について」を報告し，4 領域 8 能力の「職
業観・勤労観を育む学習プログラムの枠組み（例）」を
示した 7）．さらに，2004（平成 16）年 1 月にキャリア教
育の推進に関する総合的調査研究協力者会議において，
同報告書はキャリア教育を「キャリア」概念に基づき「児
童生徒一人一人のキャリア発達を支援し，それぞれにふ
さわしいキャリアを形成していくために必要な意欲・態
度や能力を育てる教育」ととらえ，「端的には」という
限定付きながら「勤労観，職業観を育てる教育」とした
ことで，「勤労観，職業観の育成のみに焦点が絞られて
しまい，現時点においては社会的・職業的自立のために
必要な能力の育成がやや軽視されている」ことが課題と
して生じてくると指摘し，キャリア教育について整理が
進められた 25）．

文部科学省（2012）28）は，学校現場において「提示さ
れている能力は例示にもかかわらず，学校現場では 4 領
域 8 能力を固定的にとらえている場合が多い」などの課
題が指摘されたため，これまでキャリア教育で育てたい
力として例示されていた「4 領域 8 能力」をさらに補強し，
社会的・職業的に自立するために必要な能力として「基
礎的汎用能力」への転換を提言した経緯がある．

2011（平成 23）年の中央教育審議会答申（以後，
2011b 年答申）「今後の学校におけるキャリア教育・職
業教育の在り方について」が示された 26）以降，各学校
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位置付けていくことが必要である．
知的障害のある児童生徒は，その年齢や日常生活，社

会生活などによって様々な役割が求められ，その役割を
積極的に果たしていく意欲や態度，現在から将来の生活
に必要な力を児童生徒の発達段階に応じて身につけさせ
ることが必要である．そのために知的障害のある児童生
徒のキャリア発達を促す視点に立った取り組みを学校全
体として積極的に進めることにキャリア教育の必要性が
あると考える．特別支援学校高等部の生徒は，卒業後の
社会生活を見据えた取組が必要不可欠であり，その教育
活動として就業体験・現場実習等での実績を残しており，
キャリア教育は将来の職業を具体的に考える上で選択肢
が広がっている．知的障害者では，一般に日常生活や社
会生活，仕事や余暇など適応能力が同年齢の児童生徒に
求めるほどに育っていなく，学習上の特性においても学
習によって得た知識や技術が断片的になりやすく，実際
の生活の場に応用されにくい，成功体験が少ないことな
どにより主体的に活動に取り組む意欲が十分に育ってい
ないことが挙げられ，これらを踏まえて児童生徒のキャ
リア発達を支援する観点からすべての教育活動を通じて
キャリア教育の充実が求められている．

５．高等部職業学科での軽度知的障害の生徒に対する
キャリア教育の視点からの教育課程の現状と課題

（1） 職業学科開設の意義と歴史
1989（平成元）年に示された盲学校，聾学校及び養護

学校高等部学習指導要領で知的障害教育における専門教
科として「家政」「農業」「工業」が新しく示された 19）．
その後，2009（平成 21）年の特別支援学校学習指導要領
改訂において高等部の総則に「キャリア教育を推進する
こと」が盛り込まれ，さらに，知的障害教育の専門教科
に「福祉」が新たに加わった 23）．障害者の自立と社会参
加を推進するために特別支援教育においてもキャリア教
育，職業教育に対する充実が図られ，知的障害特別支援
学校高等部においては職業教育を主とする学科（以下，
職業学科）の設置が進んでいる．

文部科学省（2009b）24）は，職業教育について「職業
教育は，一般に特定の職業に就くために必要な知識・技
能及び態度を身につけることができるようにすることを
目的とするが，知的障害のある生徒の教育においては，
将来，自立し社会参加することを目指し，職業人として
だけではなく，社会人としても，必要で一般的な知識・
技能及び態度を身につけるようにすることを目的とする
ところに特色がある」と示した．これは知的障害のある
生徒が社会的・職業的自立をしていくためには職業学科
の生徒であっても特定の分野の知識，技能，態度の習得
のみならず社会人，職業人としての基礎基本を身につけ

ることが教育上重要であるということを示している．
東京都教育委員会（2007）13）においては，平成 18 年

12 月に「10 年後の東京～東京が変わる～」を発表し，「今
後 10 年間で障害者雇用を 3 万人以上増加する」という
施策目標を掲げ，特別支援学校のみならず，全ての学校
において特別支援教育を推進するための取組を実施する
ことになった．さらに，東京都教育委員会は，東京都特
別支援教育推進計画に基づき，これまで東京都立知的障
害特別支援学校高等部に設置を進めてきた比較的規模の
大きい職業学科である「就業技術科」に加え，新たに比
較的小規模の職業学科である「職能開発科」の設置を進
め，2007（平成 19） 年に都立永福学園，2009（平成 21） 
年に都立青峰学園，2010（平成 22） 年度に都立南大沢学
園など開校しており，平成 30 年度現在で，就業技術科 5
校，職能開発科 3 校が開校している．

（2） 職業学科におけるカリキュラム例
Ｘ学園（以下，本校）のカリキュラムの内容を示す．

授業は，1 単位時間が 40 分で，1 日に 7 時間を基本とし，
「職業に関する教科」では，「流通・サービス」，「家政」，
「福祉」の内容や実習を中心に学んでいる．「職業に関す
る教科」の設定にあたっては，就労した時に長時間の業
務に耐えられるよう 1 年次では，2 日間の全時間を割り
当てられ，学年が上がると時間数も増えていく．普通教
科の指導は，教科担任制であり，卒業後の社会生活で必
要となる基礎的な知識・技術について学ぶことになる．

「キャリアガイダンス」では，「道徳」，「自立活動」等の
内容について学習し，例えば，職場で必要となる対人関
係能力や態度の育成などの習得を図られている（図 4, 図
5, 図 6）．
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5

リア教育の視点をより明確にして指導に当たることがで
き，②においては学習ポートフォリオファイルに，キャ
リア教育にかかわる学習活動の過程や成果に関する情報
を蓄積することで，児童は自分の成長を確認できると報
告している．

中学校におけるキャリア教育の実践では，北川（2005）5）

によると，生徒の進路意識の実態を把握した上で，職業
体験の実践を通し，「相互向上コミュニケーション能力」
の育成が職業意識の高揚に繋げられるかどうかについて
検証した結果，「中学生時代に職業体験を実施すること
は，大人とのコミュニケーション，友達同志での意見の
交換（話し合い，伝え合い，気づき）など，国語力向上
にかかわる面が多々見られ，しいては進路意識の高揚に
有効な学習手段である」と報告している．

高等学校におけるキャリア教育では，山本（2008）36）

によると「体験活動を通して，価値観はどのように形成
され，『職業観』と『勤労観』とどのようにかかわるの
か分析したところ，『社会規範』と『基礎知識』を基盤
におくことにより，社会性や人間性を高め，働くことへ
の価値を見出し，将来を生きていくために求められる勤
労観，職業観を育成することができる」と報告している．

小学部，中学部，高等部が設置されている知的障害特
別支援学校の岩手大学教育学部付属特別支援学校では，
教員の意識の変化について 2 年間にわたり実践研究に取
り組んだ結果について，石川ら（2013）1）は「当初は教
員一人一人がキャリア教育への見通しをもちづらい状況
にあったが，①教員がキャリア教育について一致したイ
メージをもつこと，②具体的でわかりやすい言葉で説明
し，キャリア教育の方向性について共通理解を図ること，
③キャリア教育に取り組んでいる実感がもてるように授
業実践に基づいて検討を重ねること」を挙げ，教員によ
るキャリア教育の取り組みに対しての意識が肯定的な考
え方に変化したと報告している．

国立教育政策研究所生徒指導・進路指導研究センター
（2013）9）は，学校におけるキャリア教育・進路指導の
改善・充実を図るための基礎資料を得ることを目的とし
た「キャリア教育・進路指導に関する総合的実態調査」
では，小学校におけるキャリア教育の課題は「児童の多
くは，『友達の考えや気持ちを考えながら話を聞こうと
する』など『人間関係形成能力』に関わる事柄について
日常的に留意しつつ生活しているが，『キャリアプラン
ニング能力』や『課題対応能力』に関わる事柄について
留意して生活している児童は少ない」と指摘している．
中学校では「職場体験活動はほとんどの学校で実施され，
卒業者が『有意義だった』と評価している一方で，多く
の生徒や卒業者が将来の生き方や進路を考える上で日々
の授業が役立つと回答していることを踏まえると，職場

体験活動にとどまらず，教育活動全体を通じたキャリア
教育の充実を図る必要がある」と指摘している．また，
高等学校では，「生徒・卒業者ともに，多くが『就職後
の離職・失業など，将来起こりうる人生上の諸リスクへ
の対応』について『もっと指導してほしかった』と回答
している」ことから，生徒が求める指導が，卒業直後の
進路選択に偏ることなく，社会人・職業人として望まれ
る行動や，経済・社会・雇用との関わり等，中・長期的
視点から将来を展望した指導のあり方が課題として挙げ
られていた．

４．知的障害教育におけるキャリア教育の重要性
文部科学省（2011b）26）においてキャリア教育とは，「一

人ひとりの社会的・職業的自立に向け，必要な基盤とな
る能力や態度を育てることを通して，キャリア発達を促
す教育」である．それは「特定の活動や指導方法に限定
されるものではなく，様々な教育活動を通して実践され
るものであり，一人一人の発達や社会人・職業人として
の自立を促す視点から，学校教育を構成していくための
理念と方向性を示すものである」と述べている．

これに対して職業教育とは，「一定又は特定の職業に
従事するために必要な知識，技能，能力や態度を育てる
教育」である．職業教育は，「学校教育のみで完成する
ものではなく，生涯学習の観点を踏まえた教育の在り方
を考える必要がある．また，社会が大きく変化する時代
においては，特定の専門的な知識・技能の修得とともに，
多様な職業に対応しうる，社会的・職業的自立に向けて
必要な基盤となる能力の育成も重要であり，この能力は，
具体の職業に関する教育を通して育成していくことが極
めて有効である」と述べている 26）．このようにキャリア
教育は職業教育と同一ではなく，キャリア教育を広義の
意味で捉えていくことが必要である．

キャリア教育を取り組む上で，キャリア教育の定義に
ある「キャリア発達」の言葉の意味の解釈である．文部
科学省（2011a）25）では，キャリア発達を「社会の中で
自分の役割を果たしながら，自分らしい生き方を実現し
ていく過程」と定義した．「キャリア」については，「人が，
生涯の中で様々な役割を果たす過程で，自らの役割の価
値や自分と役割との関係を見いだしていく連なりや積み
重ね」と規定されている．さらにキャリア教育を教育課
程へ適切に位置づけることや，計画性・体系性のある展
開を行うことについては，「キャリア教育はそれぞれの
学校段階で行っている教科・科目等の教育活動全体を通
じて取り組むものであり，単に特定の活動のみを実施す
ればよいということや，新たな活動を単に追加すればよ
いということではない」と指摘している 25）ことを踏ま
えて，キャリア教育の視点で各教科等の活動を体系的に
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位置付けていくことが必要である．
知的障害のある児童生徒は，その年齢や日常生活，社

会生活などによって様々な役割が求められ，その役割を
積極的に果たしていく意欲や態度，現在から将来の生活
に必要な力を児童生徒の発達段階に応じて身につけさせ
ることが必要である．そのために知的障害のある児童生
徒のキャリア発達を促す視点に立った取り組みを学校全
体として積極的に進めることにキャリア教育の必要性が
あると考える．特別支援学校高等部の生徒は，卒業後の
社会生活を見据えた取組が必要不可欠であり，その教育
活動として就業体験・現場実習等での実績を残しており，
キャリア教育は将来の職業を具体的に考える上で選択肢
が広がっている．知的障害者では，一般に日常生活や社
会生活，仕事や余暇など適応能力が同年齢の児童生徒に
求めるほどに育っていなく，学習上の特性においても学
習によって得た知識や技術が断片的になりやすく，実際
の生活の場に応用されにくい，成功体験が少ないことな
どにより主体的に活動に取り組む意欲が十分に育ってい
ないことが挙げられ，これらを踏まえて児童生徒のキャ
リア発達を支援する観点からすべての教育活動を通じて
キャリア教育の充実が求められている．

５．高等部職業学科での軽度知的障害の生徒に対する
キャリア教育の視点からの教育課程の現状と課題
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学校高等部学習指導要領で知的障害教育における専門教
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に「福祉」が新たに加わった 23）．障害者の自立と社会参
加を推進するために特別支援教育においてもキャリア教
育，職業教育に対する充実が図られ，知的障害特別支援
学校高等部においては職業教育を主とする学科（以下，
職業学科）の設置が進んでいる．

文部科学省（2009b）24）は，職業教育について「職業
教育は，一般に特定の職業に就くために必要な知識・技
能及び態度を身につけることができるようにすることを
目的とするが，知的障害のある生徒の教育においては，
将来，自立し社会参加することを目指し，職業人として
だけではなく，社会人としても，必要で一般的な知識・
技能及び態度を身につけるようにすることを目的とする
ところに特色がある」と示した．これは知的障害のある
生徒が社会的・職業的自立をしていくためには職業学科
の生徒であっても特定の分野の知識，技能，態度の習得
のみならず社会人，職業人としての基礎基本を身につけ

ることが教育上重要であるということを示している．
東京都教育委員会（2007）13）においては，平成 18 年

12 月に「10 年後の東京～東京が変わる～」を発表し，「今
後 10 年間で障害者雇用を 3 万人以上増加する」という
施策目標を掲げ，特別支援学校のみならず，全ての学校
において特別支援教育を推進するための取組を実施する
ことになった．さらに，東京都教育委員会は，東京都特
別支援教育推進計画に基づき，これまで東京都立知的障
害特別支援学校高等部に設置を進めてきた比較的規模の
大きい職業学科である「就業技術科」に加え，新たに比
較的小規模の職業学科である「職能開発科」の設置を進
め，2007（平成 19） 年に都立永福学園，2009（平成 21） 
年に都立青峰学園，2010（平成 22） 年度に都立南大沢学
園など開校しており，平成 30 年度現在で，就業技術科 5
校，職能開発科 3 校が開校している．

（2） 職業学科におけるカリキュラム例
Ｘ学園（以下，本校）のカリキュラムの内容を示す．

授業は，1 単位時間が 40 分で，1 日に 7 時間を基本とし，
「職業に関する教科」では，「流通・サービス」，「家政」，
「福祉」の内容や実習を中心に学んでいる．「職業に関す
る教科」の設定にあたっては，就労した時に長時間の業
務に耐えられるよう 1 年次では，2 日間の全時間を割り
当てられ，学年が上がると時間数も増えていく．普通教
科の指導は，教科担任制であり，卒業後の社会生活で必
要となる基礎的な知識・技術について学ぶことになる．

「キャリアガイダンス」では，「道徳」，「自立活動」等の
内容について学習し，例えば，職場で必要となる対人関
係能力や態度の育成などの習得を図られている（図 4, 図
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たに加わった 23)．障害者の自立と社会参加を推進するため

に特別支援教育においてもキャリア教育，職業教育に対す

る充実が図られ，知的障害特別支援学校高等部においては

職業教育を主とする学科（以下，職業学科）の設置が進ん

でいる． 
文部科学省（2009b）24)は，職業教育について「職業教育

は，一般に特定の職業に就くために必要な知識・技能及び

態度を身につけることができるようにすることを目的とす

るが，知的障害のある生徒の教育においては，将来，自立

し社会参加することを目指し，職業人としてだけではなく，

社会人としても，必要で一般的な知識・技能及び態度を身

につけるようにすることを目的とするところに特色がある」

と示した．これは知的障害のある生徒が社会的・職業的自

立をしていくためには職業学科の生徒であっても特定の分

野の知識，技能，態度の習得のみならず社会人，職業人と

しての基礎基本を身につけることが教育上重要であるとい

うことを示している． 
東京都教育委員会（2007）13)においては，平成 18 年 12

月に「10 年後の東京～東京が変わる～」を発表し，「今後

10 年間で障害者雇用を 3 万人以上増加する」という施策目

標を掲げ，特別支援学校のみならず，全ての学校において

特別支援教育を推進するための取組を実施することになっ

た．さらに，東京都教育委員会は，東京都特別支援教育推

進計画に基づき，これまで東京都立知的障害特別支援学校

高等部に設置を進めてきた比較的規模の大きい職業学科で

ある「就業技術科」に加え，新たに比較的小規模の職業学

科である「職能開発科」の設置を進め，2007（平成 19） 年
に都立永福学園，2009（平成 21） 年に都立青峰学園，2010
（平成 22） 年度に都立南大沢学園など開校しており，平

成 30 年度現在で，就業技術科 5 校，職能開発科 3 校が開

校している． 
 
（2） 職業学科におけるカリキュラム例 

Ｘ学園（以下，本校）のカリキュラムの内容を示す．授

業は，1 単位時間が 40 分で，1 日に 7 時間を基本とし，「職

業に関する教科」では，「流通・サービス」，「家政」，「福祉」

の内容や実習を中心に学んでいる．「職業に関する教科」の

設定にあたっては，就労した時に長時間の業務に耐えられ

るよう 1 年次では，2 日間の全時間を割り当てられ，学年

が上がると時間数も増えていく．普通教科の指導は，教科

担任制であり，卒業後の社会生活で必要となる基礎的な知

識・技術について学ぶことになる．「キャリアガイダンス」

では，「道徳」，「自立活動」等の内容について学習し，例え

ば，職場で必要となる対人関係能力や態度の育成などの習

得を図られている（図 4, 図 5, 図 6）． 
 

図 4  高等部 1 学年週時程の例 
 

図 5  高等部 2 学年週時程の例 

図 6  高等部 3 学年週時程の例 
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知的障害教育における自立活動の取り組み
～高等部における軽度知的障害生徒への就労継続支援に関するキャリア教育の視点から～

5

リア教育の視点をより明確にして指導に当たることがで
き，②においては学習ポートフォリオファイルに，キャ
リア教育にかかわる学習活動の過程や成果に関する情報
を蓄積することで，児童は自分の成長を確認できると報
告している．

中学校におけるキャリア教育の実践では，北川（2005）5）

によると，生徒の進路意識の実態を把握した上で，職業
体験の実践を通し，「相互向上コミュニケーション能力」
の育成が職業意識の高揚に繋げられるかどうかについて
検証した結果，「中学生時代に職業体験を実施すること
は，大人とのコミュニケーション，友達同志での意見の
交換（話し合い，伝え合い，気づき）など，国語力向上
にかかわる面が多々見られ，しいては進路意識の高揚に
有効な学習手段である」と報告している．

高等学校におけるキャリア教育では，山本（2008）36）

によると「体験活動を通して，価値観はどのように形成
され，『職業観』と『勤労観』とどのようにかかわるの
か分析したところ，『社会規範』と『基礎知識』を基盤
におくことにより，社会性や人間性を高め，働くことへ
の価値を見出し，将来を生きていくために求められる勤
労観，職業観を育成することができる」と報告している．

小学部，中学部，高等部が設置されている知的障害特
別支援学校の岩手大学教育学部付属特別支援学校では，
教員の意識の変化について 2 年間にわたり実践研究に取
り組んだ結果について，石川ら（2013）1）は「当初は教
員一人一人がキャリア教育への見通しをもちづらい状況
にあったが，①教員がキャリア教育について一致したイ
メージをもつこと，②具体的でわかりやすい言葉で説明
し，キャリア教育の方向性について共通理解を図ること，
③キャリア教育に取り組んでいる実感がもてるように授
業実践に基づいて検討を重ねること」を挙げ，教員によ
るキャリア教育の取り組みに対しての意識が肯定的な考
え方に変化したと報告している．

国立教育政策研究所生徒指導・進路指導研究センター
（2013）9）は，学校におけるキャリア教育・進路指導の
改善・充実を図るための基礎資料を得ることを目的とし
た「キャリア教育・進路指導に関する総合的実態調査」
では，小学校におけるキャリア教育の課題は「児童の多
くは，『友達の考えや気持ちを考えながら話を聞こうと
する』など『人間関係形成能力』に関わる事柄について
日常的に留意しつつ生活しているが，『キャリアプラン
ニング能力』や『課題対応能力』に関わる事柄について
留意して生活している児童は少ない」と指摘している．
中学校では「職場体験活動はほとんどの学校で実施され，
卒業者が『有意義だった』と評価している一方で，多く
の生徒や卒業者が将来の生き方や進路を考える上で日々
の授業が役立つと回答していることを踏まえると，職場

体験活動にとどまらず，教育活動全体を通じたキャリア
教育の充実を図る必要がある」と指摘している．また，
高等学校では，「生徒・卒業者ともに，多くが『就職後
の離職・失業など，将来起こりうる人生上の諸リスクへ
の対応』について『もっと指導してほしかった』と回答
している」ことから，生徒が求める指導が，卒業直後の
進路選択に偏ることなく，社会人・職業人として望まれ
る行動や，経済・社会・雇用との関わり等，中・長期的
視点から将来を展望した指導のあり方が課題として挙げ
られていた．

４．知的障害教育におけるキャリア教育の重要性
文部科学省（2011b）26）においてキャリア教育とは，「一

人ひとりの社会的・職業的自立に向け，必要な基盤とな
る能力や態度を育てることを通して，キャリア発達を促
す教育」である．それは「特定の活動や指導方法に限定
されるものではなく，様々な教育活動を通して実践され
るものであり，一人一人の発達や社会人・職業人として
の自立を促す視点から，学校教育を構成していくための
理念と方向性を示すものである」と述べている．

これに対して職業教育とは，「一定又は特定の職業に
従事するために必要な知識，技能，能力や態度を育てる
教育」である．職業教育は，「学校教育のみで完成する
ものではなく，生涯学習の観点を踏まえた教育の在り方
を考える必要がある．また，社会が大きく変化する時代
においては，特定の専門的な知識・技能の修得とともに，
多様な職業に対応しうる，社会的・職業的自立に向けて
必要な基盤となる能力の育成も重要であり，この能力は，
具体の職業に関する教育を通して育成していくことが極
めて有効である」と述べている 26）．このようにキャリア
教育は職業教育と同一ではなく，キャリア教育を広義の
意味で捉えていくことが必要である．

キャリア教育を取り組む上で，キャリア教育の定義に
ある「キャリア発達」の言葉の意味の解釈である．文部
科学省（2011a）25）では，キャリア発達を「社会の中で
自分の役割を果たしながら，自分らしい生き方を実現し
ていく過程」と定義した．「キャリア」については，「人が，
生涯の中で様々な役割を果たす過程で，自らの役割の価
値や自分と役割との関係を見いだしていく連なりや積み
重ね」と規定されている．さらにキャリア教育を教育課
程へ適切に位置づけることや，計画性・体系性のある展
開を行うことについては，「キャリア教育はそれぞれの
学校段階で行っている教科・科目等の教育活動全体を通
じて取り組むものであり，単に特定の活動のみを実施す
ればよいということや，新たな活動を単に追加すればよ
いということではない」と指摘している 25）ことを踏ま
えて，キャリア教育の視点で各教科等の活動を体系的に
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表１　知的障害特別支援学校（高等部）の
企業就業率の推移 15）

６．知的障害教育での自立活動の現状とキャリア教育の
位置づけの重要性

（1） 知的障害教育で曖昧にされてきた自立活動の経緯
特別支援学校の教育課程は，障害による学習上又は生

活上の困難を改善・克服するための領域として「自立活
動」が位置づけられている．その目的は，「特別支援学
校は，視覚障害者，聴覚障害者，知的障害者，肢体不自
由者又は病弱者（身体虚弱者を含む．以下同じ．） に対
して，幼稚園，小学校，中学校又は高等学校に準ずる
教育を施すとともに，障害による学習上又は生活上の困
難を克服し自立を図るために必要な知識技能を授けるこ
と」と示されている 4）．この自立活動は，「学校生活全
般における時間」及び授業時間を特別に設定して行う自
立活動の「時間における指導」を中心に各教科等の指導
と密接な関連を図っていくこととされ，特別支援学校の
目的を達成するために設けられた指導領域である．その
目標は学校の教育活動全体を通して，「個々の児童又は
生徒が自立を目指し，障害による学習上又は生活上の困
難を主体的に改善・克服するために必要な知識，技能，
態度及び習慣を養い，もって心身の調和的発達の基盤を
培う」と示されている 33）．その内容は，人間としての基
本的な行動を遂行するために必要な要素と，障害による
学習上又は生活上の困難を改善・克服するために必要な
要素を 27 項目，6 区分（「健康の保持」「心理的な安定」「人
間関係の形成」「環境の把握」「身体の動き」「コミュニケー
ション」）であり，幼児児童生徒の個々の障害の状態や
発達段階に応じた課題に対応できるよう分類・整理した
ものである．知的障害教育における自立活動は，「各教
科，道徳，総合的な学習の時間および特別活動」を含め
た教育活動であり，特別活動を要として行うキャリア教
育とも密接な関連を保ち，学校教育全体を通じて密接な
関連を図っていく必要がある．文部科学省（2004）21）で

は，特別支援教育における各教科等とキャリア教育の関
係について特別支援学校独自の指導領域である「自立活
動」を加えた範囲にまとめている（図 7）．自立活動は障
害のある子どもの社会的自立や社会参加を目指した教育
を展開していく上で重要な意義があり，学校から社会へ
の移行学習を含めた教育課程上，重要な位置付けになる
だろう．

図 7  特別支援教育におけるキャリア教育の範囲 11）

さらに，図 7 の特別支援教育におけるキャリア教育の
範囲では，各教科等の中だけでなく，家庭や地域との関
連によるキャリア教育の重要性を示し，このことは通常
教育でも同様ではあるが，特に，特別支援教育では個別
の教育支援計画に基づく家庭や医療・福祉・労働等の関
係諸機関との連携が必要なことから，「家庭や医療・福祉・
労働等の関係諸関係との連携が必要であり，家庭や各機
関の利用の際の活動等を通した包括的なアプローチが必
要である」と示されている 11）．自立活動の指導を曖昧に
することなく，自立活動の視点，キャリア教育の視点か
ら各教科等の指導を明確にしていく必要があるだろう．

（2） 知的障害教育での自立活動を核としたキャリア教育
の実践例

本校は，知的障害が軽い生徒を対象として，将来の職
業的自立に必要な専門的教育を行う知的障害教育部門の
高等部就業技術科（職業学科）である．本校の自立活動
の取り組みとして道徳と自立活動を合わせた活動である

「キャリアガイダンス」という教科の一つとして授業展
開がされている．この授業では，進路指導部が中心とな
り，学年の教員と力を合わせて就労に必要な能力を育成
し，職業の内容だけではなく，将来の自立・社会参加を
していくための授業内容に取り組んでいる．「キャリア
ガイダンス」の特徴として，高等部 3 年間の授業を前期・
後期に大きく分けて授業を展開している（図 8）．1 年生
から 2 年生前期においては，「仕事選び」の時期であり，
1 年生のキーワード「知る」，2 年前期のキーワード「選ぶ」

  
 

[6] 
 

 
（3） 教育課程の課題 

近年，知的障害特別支援学校の生徒人数は増加傾向にあ

り，東京都保健福祉局（2017）15)によるとその進路先とし

て企業就労を希望する生徒も増加している（表 1）．知的障

害特別支援学校においては，これまでも作業学習や産業現

場等における実習を中心に職業教育を行っており，社会の

変化や障害の多様化が進む中，学校教育においては職業的

な自立及び社会参加を推進していくための教育が求められ

ている．また，知的障害のある児童生徒に対しては，その

学習上の特性から実態に合わせた指導として，「各教科，道

徳，特別活動及び自立活動を合わせた指導」を行うことが

でき，基礎的・汎用的能力を領域・教科を合わせた指導と

して学習することと考えれば「日常生活の指導においては

自己理解・自己管理能力（自分がしたいこと，自分ができ

ること，自分の役割の理解など）」，「遊びの指導においては

人間関係形成・社会形成能力（他者に働きかけ，コミュニ

ケーション力向上など）」，「生活単元学習においては課題対

応能力（様々な課題を発見，本質の理解など）」，「作業学習

においてはキャリアプランニング能力（学ぶことの理解，

自分の生き方について情報を活用し，主体的に判断できる

など）」を取り入れて授業展開が可能であると考える．一方

で，知的障害者の離職については問題視されている．伊藤・

越野（2009）2)によると，特別支援学校高等部卒業生に対し，

過去 5 年間の卒業生の離職までの期間について調査した結

果から，「一般就労した卒業生は，2 年以内に約 1 割，5 年

以内に約 2 割は離職している」と報告している．同様に，

東京都社会福祉協議会（2008）10)では，「就業に結びついた

卒業生のうち，おおむね 3 年で 2 割強は離職している」と

報告した．離職の要因として福井・橋本（2015）18)は「仕

事上の相談の有無」や中嶋・渡邉・田中（2013）17)は，「職

場における人間関係」を挙げている．これらの要因は，自

分の考えや意思を相手に伝えることが困難や，これまでの

経験から発言する機会が少なく自信がもてない知的障害者

も多いのではないか．障害者職業センター（2017）16)によ

ると離職者の離職理由を分析したところ，軽度知的障害者

においては「作業水準だけの課題だけでなく，良好な対人

関係の構築にも課題を有する」と報告し，太田（2017）3)に

よると，「職場に定着する際に求められる能力では，『困っ

たときに誰かに相談できる能力』が本人の要因として重視

されるべき能力」と指摘している． 
現状の教育課程では，職業教育における授業において同

学年同士の授業実践が行われている．国立教育政策研究所

生徒指導研究センター（2014）8)によると「児童生徒の社会

性を育むための生徒指導プログラムの開発」において，「意

図的・計画的に『異年齢の交流活動』を確実に実施するこ

とにより，『社会性の基礎』を育成することができる」とし

ている．つまり，異年齢の生徒たちによる授業実践は社会

性（対人関係能力）が育つと考えられる．また，マニュア

ルを通して成功体験を積み重ねることを重視するあまり，

失敗をした体験から本来の課題を解決するための試行錯誤

の授業体験が少なくなっていることが課題と考えられる． 
先行研究からも学校教育では，社会的・職業的自立の力

をつけていく必要があり，その能力こそが基礎的汎用能力

であり，これらを育成するには「各教科，道徳，総合的な

学習の時間および特別活動」を含めた教育活動を行う自立

活動と知的障害教育で行う各領域・教科を合わせて行う指

導を関連付けて行っていくことが必要であろう． 
 

表 1  知的障害特別支援学校（高等部）の企業就業率の推

移 15） 

 
 

6. 知的障害教育での自立活動の現状とキャ

リア教育の位置づけの重要性 
 
（1） 知的障害教育で曖昧にされてきた自立活動の経緯 

特別支援学校の教育課程は，障害による学習上又は生活

上の困難を改善・克服するための領域として「自立活動」

が位置づけられている．その目的は，「特別支援学校は，視

覚障害者，聴覚障害者，知的障害者，肢体不自由者又は病

弱者（身体虚弱者を含む．以下同じ．） に対して，幼稚園，

小学校，中学校又は高等学校に準ずる教育を施すとともに，

障害による学習上又は生活上の困難を克服し自立を図るた

めに必要な知識技能を授けること」と示されている 4)．こ

の自立活動は，「学校生活全般における時間」及び授業時間

を特別に設定して行う自立活動の「時間における指導」を

中心に各教科等の指導と密接な関連を図っていくこととさ

れ，特別支援学校の目的を達成するために設けられた指導

領域である．その目標は学校の教育活動全体を通して，

「個々の児童又は生徒が自立を目指し，障害による学習上

又は生活上の困難を主体的に改善・克服するために必要な

知識，技能，態度及び習慣を養い，もって心身の調和的発

達の基盤を培う」と示されている 33)．その内容は，人間と
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しての基本的な行動を遂行するために必要な要素と，障害

による学習上又は生活上の困難を改善・克服するために必

要な要素を 27 項目，6 区分（「健康の保持」「心理的な安定」

「人間関係の形成」「環境の把握」「身体の動き」「コミュニ

ケーション」）であり，幼児児童生徒の個々の障害の状態や

発達段階に応じた課題に対応できるよう分類・整理したも

のである．知的障害教育における自立活動は，「各教科，道

徳，総合的な学習の時間および特別活動」を含めた教育活

動であり，特別活動を要として行うキャリア教育とも密接

な関連を保ち，学校教育全体を通じて密接な関連を図って

いく必要がある．文部科学省（2004）21)では，特別支援教

育における各教科等とキャリア教育の関係について特別支

援学校独自の指導領域である「自立活動」を加えた範囲に

まとめている（図 7）．自立活動は障害のある子どもの社会

的自立や社会参加を目指した教育を展開していく上で重要

な意義があり，学校から社会への移行学習を含めた教育課

程上，重要な位置付けになるだろう． 
 

 
図 7  特別支援教育におけるキャリア教育の範囲 11） 

 
さらに，図 7 の特別支援教育におけるキャリア教育の範

囲では，各教科等の中だけでなく，家庭や地域との関連に

よるキャリア教育の重要性を示し，このことは通常教育で

も同様ではあるが，特に，特別支援教育では個別の教育支

援計画に基づく家庭や医療・福祉・労働等の関係諸機関と

の連携が必要なことから，「家庭や医療・福祉・労働等の関

係諸関係との連携が必要であり，家庭や各機関の利用の際

の活動等を通した包括的なアプローチが必要である」と示

されている 11)．自立活動の指導を曖昧にすることなく，自

立活動の視点，キャリア教育の視点から各教科等の指導を

明確にしていく必要があるだろう． 
 
（2） 知的障害教育での自立活動を核としたキャリア教育

の実践例 
本校は，知的障害が軽い生徒を対象として，将来の職業

的自立に必要な専門的教育を行う知的障害教育部門の高等

部就業技術科（職業学科）である．本校の自立活動の取り

組みとして道徳と自立活動を合わせた活動である「キャリ

アガイダンス」という教科の一つとして授業展開がされて

いる．この授業では，進路指導部が中心となり，学年の教

員と力を合わせて就労に必要な能力を育成し，職業の内容

だけではなく，将来の自立・社会参加をしていくための授

業内容に取り組んでいる．「キャリアガイダンス」の特徴と

して，高等部 3 年間の授業を前期・後期に大きく分けて授

業を展開している（図 8）．1 年生から 2 年生前期において

は，「仕事選び」の時期であり，1 年生のキーワード「知る」，

2 年前期のキーワード「選ぶ」をテーマに，様々な職域を

体験し，自信をつけ，自分の強みを発見し，自分のやりた

い仕事を探していく期間である．2 年後期以降は，「会社選

び」の時期であり，「選ぶ・選ばれる」をテーマに 1 年生で

体験した職域の中から将来働きたい職域を 1 つ自己選択し，

現場実習にチャレンジしていく期間である．3 年生では，

これまでの現場実習先からの評価と自己評価を見比べ，採

用選考に向けて 1 社に絞り，見通しをもちながら現場実習

を行っていく期間である．また，実習だけのプロセスだけ

でなく，キーワードをテーマに 1 年生では，自立活動区分

の「心理的安定」における「状況の理解と変化への対応」

や「人間関係の形成」における「自己の理解と行動の調整」

と関連付け，「自己理解，身近な職業について」などを学習

し，自分自身の適性や能力を知り，身近な職業を知ること

で職業への関心を高めている．2 年生では，自立活動区分

の「人間関係の形成」における「他者との関わりの基礎」

や「他者の意図や感情の理解」と関連付けて，「自己適性，

就業体験・現場実習」から他者との関わりを通して個々の

適性を知り，強み・弱みを理解する．3 年生では，自立活動

区分の「コミュニケーション」における「コミュニケーシ

ョンの基礎的能力」や「状況に応じたコミュニケーション」

と関連付けて，「自己実現」へ向けての働く意義の理解，コ

ミュニケーション能力の向上，ビジネスマナーを習得し，

自己の生き方について考え，採用選考に向けて就職を「勝

ち取る」ことを目指す．内定後は学校卒業後も困らないよ

うに，就労支援，暮らし方，余暇についても学習する機会

を設定し，学校から社会へ円滑な移行ができるように取り

組んでいる．キャリアガイダンスの学びから実習（職業に

関する教科）を通して，実践練習における経験を積み，現

場実習先で生かし，就労に必要な力をつけていくことにな

る． 

知的障害教育における自立活動の取り組み
～高等部における軽度知的障害生徒への就労継続支援に関するキャリア教育の視点から～

7

図 5  高等部 2 学年週時程の例

図 6  高等部 3 学年週時程の例

（3） 教育課程の課題
近年，知的障害特別支援学校の生徒人数は増加傾向に

あり，東京都保健福祉局（2017）15）によるとその進路先
として企業就労を希望する生徒も増加している（表 1）．
知的障害特別支援学校においては，これまでも作業学習
や産業現場等における実習を中心に職業教育を行ってお
り，社会の変化や障害の多様化が進む中，学校教育にお
いては職業的な自立及び社会参加を推進していくための
教育が求められている．また，知的障害のある児童生徒
に対しては，その学習上の特性から実態に合わせた指導
として，「各教科，道徳，特別活動及び自立活動を合わ
せた指導」を行うことができ，基礎的・汎用的能力を領
域・教科を合わせた指導として学習することと考えれば

「日常生活の指導においては自己理解・自己管理能力（自
分がしたいこと，自分ができること，自分の役割の理解
など）」，「遊びの指導においては人間関係形成・社会形

成能力（他者に働きかけ，コミュニケーション力向上な
ど）」，「生活単元学習においては課題対応能力（様々な
課題を発見，本質の理解など）」，「作業学習においては
キャリアプランニング能力（学ぶことの理解，自分の生
き方について情報を活用し，主体的に判断できるなど）」
を取り入れて授業展開が可能であると考える．一方で，
知的障害者の離職については問題視されている．伊藤・
越野（2009）2）によると，特別支援学校高等部卒業生に
対し，過去 5 年間の卒業生の離職までの期間について調
査した結果から，「一般就労した卒業生は，2 年以内に約
1 割，5 年以内に約 2 割は離職している」と報告している．
同様に，東京都社会福祉協議会（2008）10）では，「就業
に結びついた卒業生のうち，おおむね 3 年で 2 割強は離
職している」と報告した．離職の要因として福井・橋本

（2015）18）は「仕事上の相談の有無」や中嶋・渡邉・田
中（2013）17）は，「職場における人間関係」を挙げている．
これらの要因は，自分の考えや意思を相手に伝えること
が困難や，これまでの経験から発言する機会が少なく自
信がもてない知的障害者も多いのではないか．障害者職
業センター（2017）16）によると離職者の離職理由を分析
したところ，軽度知的障害者においては「作業水準だけ
の課題だけでなく，良好な対人関係の構築にも課題を有
する」と報告し，太田（2017）3）によると，「職場に定
着する際に求められる能力では，『困ったときに誰かに
相談できる能力』が本人の要因として重視されるべき能
力」と指摘している．

現状の教育課程では，職業教育における授業において
同学年同士の授業実践が行われている．国立教育政策研
究所生徒指導研究センター（2014）8）によると「児童生
徒の社会性を育むための生徒指導プログラムの開発」に
おいて，「意図的・計画的に『異年齢の交流活動』を確
実に実施することにより，『社会性の基礎』を育成する
ことができる」としている．つまり，異年齢の生徒たち
による授業実践は社会性（対人関係能力）が育つと考え
られる．また，マニュアルを通して成功体験を積み重ね
ることを重視するあまり，失敗をした体験から本来の課
題を解決するための試行錯誤の授業体験が少なくなって
いることが課題と考えられる．

先行研究からも学校教育では，社会的・職業的自立の
力をつけていく必要があり，その能力こそが基礎的汎用
能力であり，これらを育成するには「各教科，道徳，総
合的な学習の時間および特別活動」を含めた教育活動を
行う自立活動と知的障害教育で行う各領域・教科を合わ
せて行う指導を関連付けて行っていくことが必要であろ
う．
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（1） 職業学科開設の意義と歴史 
1989（平成元）年に示された盲学校，聾学校及び養護学

校高等部学習指導要領で知的障害教育における専門教科と

して「家政」「農業」「工業」が新しく示された 19)．その後，

2009（平成 21）年の特別支援学校学習指導要領改訂におい

て高等部の総則に「キャリア教育を推進すること」が盛り

込まれ，さらに，知的障害教育の専門教科に「福祉」が新

たに加わった 23)．障害者の自立と社会参加を推進するため

に特別支援教育においてもキャリア教育，職業教育に対す

る充実が図られ，知的障害特別支援学校高等部においては

職業教育を主とする学科（以下，職業学科）の設置が進ん

でいる． 
文部科学省（2009b）24)は，職業教育について「職業教育

は，一般に特定の職業に就くために必要な知識・技能及び

態度を身につけることができるようにすることを目的とす

るが，知的障害のある生徒の教育においては，将来，自立

し社会参加することを目指し，職業人としてだけではなく，

社会人としても，必要で一般的な知識・技能及び態度を身

につけるようにすることを目的とするところに特色がある」

と示した．これは知的障害のある生徒が社会的・職業的自

立をしていくためには職業学科の生徒であっても特定の分

野の知識，技能，態度の習得のみならず社会人，職業人と

しての基礎基本を身につけることが教育上重要であるとい

うことを示している． 
東京都教育委員会（2007）13)においては，平成 18 年 12

月に「10 年後の東京～東京が変わる～」を発表し，「今後

10 年間で障害者雇用を 3 万人以上増加する」という施策目

標を掲げ，特別支援学校のみならず，全ての学校において

特別支援教育を推進するための取組を実施することになっ

た．さらに，東京都教育委員会は，東京都特別支援教育推

進計画に基づき，これまで東京都立知的障害特別支援学校

高等部に設置を進めてきた比較的規模の大きい職業学科で

ある「就業技術科」に加え，新たに比較的小規模の職業学

科である「職能開発科」の設置を進め，2007（平成 19） 年
に都立永福学園，2009（平成 21） 年に都立青峰学園，2010
（平成 22） 年度に都立南大沢学園など開校しており，平

成 30 年度現在で，就業技術科 5 校，職能開発科 3 校が開

校している． 
 
（2） 職業学科におけるカリキュラム例 

Ｘ学園（以下，本校）のカリキュラムの内容を示す．授

業は，1 単位時間が 40 分で，1 日に 7 時間を基本とし，「職

業に関する教科」では，「流通・サービス」，「家政」，「福祉」

の内容や実習を中心に学んでいる．「職業に関する教科」の

設定にあたっては，就労した時に長時間の業務に耐えられ

るよう 1 年次では，2 日間の全時間を割り当てられ，学年

が上がると時間数も増えていく．普通教科の指導は，教科

担任制であり，卒業後の社会生活で必要となる基礎的な知

識・技術について学ぶことになる．「キャリアガイダンス」

では，「道徳」，「自立活動」等の内容について学習し，例え

ば，職場で必要となる対人関係能力や態度の育成などの習

得を図られている（図 4, 図 5, 図 6）． 
 

図 4  高等部 1 学年週時程の例 
 

図 5  高等部 2 学年週時程の例 

図 6  高等部 3 学年週時程の例 
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（1） 職業学科開設の意義と歴史 
1989（平成元）年に示された盲学校，聾学校及び養護学

校高等部学習指導要領で知的障害教育における専門教科と

して「家政」「農業」「工業」が新しく示された 19)．その後，

2009（平成 21）年の特別支援学校学習指導要領改訂におい

て高等部の総則に「キャリア教育を推進すること」が盛り

込まれ，さらに，知的障害教育の専門教科に「福祉」が新

たに加わった 23)．障害者の自立と社会参加を推進するため

に特別支援教育においてもキャリア教育，職業教育に対す

る充実が図られ，知的障害特別支援学校高等部においては

職業教育を主とする学科（以下，職業学科）の設置が進ん

でいる． 
文部科学省（2009b）24)は，職業教育について「職業教育

は，一般に特定の職業に就くために必要な知識・技能及び

態度を身につけることができるようにすることを目的とす

るが，知的障害のある生徒の教育においては，将来，自立

し社会参加することを目指し，職業人としてだけではなく，

社会人としても，必要で一般的な知識・技能及び態度を身

につけるようにすることを目的とするところに特色がある」

と示した．これは知的障害のある生徒が社会的・職業的自

立をしていくためには職業学科の生徒であっても特定の分

野の知識，技能，態度の習得のみならず社会人，職業人と

しての基礎基本を身につけることが教育上重要であるとい

うことを示している． 
東京都教育委員会（2007）13)においては，平成 18 年 12

月に「10 年後の東京～東京が変わる～」を発表し，「今後

10 年間で障害者雇用を 3 万人以上増加する」という施策目

標を掲げ，特別支援学校のみならず，全ての学校において

特別支援教育を推進するための取組を実施することになっ

た．さらに，東京都教育委員会は，東京都特別支援教育推

進計画に基づき，これまで東京都立知的障害特別支援学校

高等部に設置を進めてきた比較的規模の大きい職業学科で

ある「就業技術科」に加え，新たに比較的小規模の職業学

科である「職能開発科」の設置を進め，2007（平成 19） 年
に都立永福学園，2009（平成 21） 年に都立青峰学園，2010
（平成 22） 年度に都立南大沢学園など開校しており，平

成 30 年度現在で，就業技術科 5 校，職能開発科 3 校が開

校している． 
 
（2） 職業学科におけるカリキュラム例 

Ｘ学園（以下，本校）のカリキュラムの内容を示す．授

業は，1 単位時間が 40 分で，1 日に 7 時間を基本とし，「職

業に関する教科」では，「流通・サービス」，「家政」，「福祉」

の内容や実習を中心に学んでいる．「職業に関する教科」の

設定にあたっては，就労した時に長時間の業務に耐えられ

るよう 1 年次では，2 日間の全時間を割り当てられ，学年

が上がると時間数も増えていく．普通教科の指導は，教科

担任制であり，卒業後の社会生活で必要となる基礎的な知

識・技術について学ぶことになる．「キャリアガイダンス」

では，「道徳」，「自立活動」等の内容について学習し，例え

ば，職場で必要となる対人関係能力や態度の育成などの習

得を図られている（図 4, 図 5, 図 6）． 
 

図 4  高等部 1 学年週時程の例 
 

図 5  高等部 2 学年週時程の例 

図 6  高等部 3 学年週時程の例 
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表１　知的障害特別支援学校（高等部）の
企業就業率の推移 15）

６．知的障害教育での自立活動の現状とキャリア教育の
位置づけの重要性

（1） 知的障害教育で曖昧にされてきた自立活動の経緯
特別支援学校の教育課程は，障害による学習上又は生

活上の困難を改善・克服するための領域として「自立活
動」が位置づけられている．その目的は，「特別支援学
校は，視覚障害者，聴覚障害者，知的障害者，肢体不自
由者又は病弱者（身体虚弱者を含む．以下同じ．） に対
して，幼稚園，小学校，中学校又は高等学校に準ずる
教育を施すとともに，障害による学習上又は生活上の困
難を克服し自立を図るために必要な知識技能を授けるこ
と」と示されている 4）．この自立活動は，「学校生活全
般における時間」及び授業時間を特別に設定して行う自
立活動の「時間における指導」を中心に各教科等の指導
と密接な関連を図っていくこととされ，特別支援学校の
目的を達成するために設けられた指導領域である．その
目標は学校の教育活動全体を通して，「個々の児童又は
生徒が自立を目指し，障害による学習上又は生活上の困
難を主体的に改善・克服するために必要な知識，技能，
態度及び習慣を養い，もって心身の調和的発達の基盤を
培う」と示されている 33）．その内容は，人間としての基
本的な行動を遂行するために必要な要素と，障害による
学習上又は生活上の困難を改善・克服するために必要な
要素を 27 項目，6 区分（「健康の保持」「心理的な安定」「人
間関係の形成」「環境の把握」「身体の動き」「コミュニケー
ション」）であり，幼児児童生徒の個々の障害の状態や
発達段階に応じた課題に対応できるよう分類・整理した
ものである．知的障害教育における自立活動は，「各教
科，道徳，総合的な学習の時間および特別活動」を含め
た教育活動であり，特別活動を要として行うキャリア教
育とも密接な関連を保ち，学校教育全体を通じて密接な
関連を図っていく必要がある．文部科学省（2004）21）で

は，特別支援教育における各教科等とキャリア教育の関
係について特別支援学校独自の指導領域である「自立活
動」を加えた範囲にまとめている（図 7）．自立活動は障
害のある子どもの社会的自立や社会参加を目指した教育
を展開していく上で重要な意義があり，学校から社会へ
の移行学習を含めた教育課程上，重要な位置付けになる
だろう．

図 7  特別支援教育におけるキャリア教育の範囲 11）

さらに，図 7 の特別支援教育におけるキャリア教育の
範囲では，各教科等の中だけでなく，家庭や地域との関
連によるキャリア教育の重要性を示し，このことは通常
教育でも同様ではあるが，特に，特別支援教育では個別
の教育支援計画に基づく家庭や医療・福祉・労働等の関
係諸機関との連携が必要なことから，「家庭や医療・福祉・
労働等の関係諸関係との連携が必要であり，家庭や各機
関の利用の際の活動等を通した包括的なアプローチが必
要である」と示されている 11）．自立活動の指導を曖昧に
することなく，自立活動の視点，キャリア教育の視点か
ら各教科等の指導を明確にしていく必要があるだろう．

（2） 知的障害教育での自立活動を核としたキャリア教育
の実践例

本校は，知的障害が軽い生徒を対象として，将来の職
業的自立に必要な専門的教育を行う知的障害教育部門の
高等部就業技術科（職業学科）である．本校の自立活動
の取り組みとして道徳と自立活動を合わせた活動である

「キャリアガイダンス」という教科の一つとして授業展
開がされている．この授業では，進路指導部が中心とな
り，学年の教員と力を合わせて就労に必要な能力を育成
し，職業の内容だけではなく，将来の自立・社会参加を
していくための授業内容に取り組んでいる．「キャリア
ガイダンス」の特徴として，高等部 3 年間の授業を前期・
後期に大きく分けて授業を展開している（図 8）．1 年生
から 2 年生前期においては，「仕事選び」の時期であり，
1 年生のキーワード「知る」，2 年前期のキーワード「選ぶ」
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（3） 教育課程の課題 

近年，知的障害特別支援学校の生徒人数は増加傾向にあ

り，東京都保健福祉局（2017）15)によるとその進路先とし

て企業就労を希望する生徒も増加している（表 1）．知的障

害特別支援学校においては，これまでも作業学習や産業現

場等における実習を中心に職業教育を行っており，社会の

変化や障害の多様化が進む中，学校教育においては職業的

な自立及び社会参加を推進していくための教育が求められ

ている．また，知的障害のある児童生徒に対しては，その

学習上の特性から実態に合わせた指導として，「各教科，道

徳，特別活動及び自立活動を合わせた指導」を行うことが

でき，基礎的・汎用的能力を領域・教科を合わせた指導と

して学習することと考えれば「日常生活の指導においては

自己理解・自己管理能力（自分がしたいこと，自分ができ

ること，自分の役割の理解など）」，「遊びの指導においては

人間関係形成・社会形成能力（他者に働きかけ，コミュニ

ケーション力向上など）」，「生活単元学習においては課題対

応能力（様々な課題を発見，本質の理解など）」，「作業学習

においてはキャリアプランニング能力（学ぶことの理解，

自分の生き方について情報を活用し，主体的に判断できる

など）」を取り入れて授業展開が可能であると考える．一方

で，知的障害者の離職については問題視されている．伊藤・

越野（2009）2)によると，特別支援学校高等部卒業生に対し，

過去 5 年間の卒業生の離職までの期間について調査した結

果から，「一般就労した卒業生は，2 年以内に約 1 割，5 年

以内に約 2 割は離職している」と報告している．同様に，

東京都社会福祉協議会（2008）10)では，「就業に結びついた

卒業生のうち，おおむね 3 年で 2 割強は離職している」と

報告した．離職の要因として福井・橋本（2015）18)は「仕

事上の相談の有無」や中嶋・渡邉・田中（2013）17)は，「職

場における人間関係」を挙げている．これらの要因は，自

分の考えや意思を相手に伝えることが困難や，これまでの

経験から発言する機会が少なく自信がもてない知的障害者

も多いのではないか．障害者職業センター（2017）16)によ

ると離職者の離職理由を分析したところ，軽度知的障害者

においては「作業水準だけの課題だけでなく，良好な対人

関係の構築にも課題を有する」と報告し，太田（2017）3)に

よると，「職場に定着する際に求められる能力では，『困っ

たときに誰かに相談できる能力』が本人の要因として重視

されるべき能力」と指摘している． 
現状の教育課程では，職業教育における授業において同

学年同士の授業実践が行われている．国立教育政策研究所

生徒指導研究センター（2014）8)によると「児童生徒の社会

性を育むための生徒指導プログラムの開発」において，「意

図的・計画的に『異年齢の交流活動』を確実に実施するこ

とにより，『社会性の基礎』を育成することができる」とし

ている．つまり，異年齢の生徒たちによる授業実践は社会

性（対人関係能力）が育つと考えられる．また，マニュア

ルを通して成功体験を積み重ねることを重視するあまり，

失敗をした体験から本来の課題を解決するための試行錯誤

の授業体験が少なくなっていることが課題と考えられる． 
先行研究からも学校教育では，社会的・職業的自立の力

をつけていく必要があり，その能力こそが基礎的汎用能力

であり，これらを育成するには「各教科，道徳，総合的な

学習の時間および特別活動」を含めた教育活動を行う自立

活動と知的障害教育で行う各領域・教科を合わせて行う指

導を関連付けて行っていくことが必要であろう． 
 

表 1  知的障害特別支援学校（高等部）の企業就業率の推
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「個々の児童又は生徒が自立を目指し，障害による学習上

又は生活上の困難を主体的に改善・克服するために必要な

知識，技能，態度及び習慣を養い，もって心身の調和的発

達の基盤を培う」と示されている 33)．その内容は，人間と
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しての基本的な行動を遂行するために必要な要素と，障害

による学習上又は生活上の困難を改善・克服するために必

要な要素を 27 項目，6 区分（「健康の保持」「心理的な安定」

「人間関係の形成」「環境の把握」「身体の動き」「コミュニ

ケーション」）であり，幼児児童生徒の個々の障害の状態や

発達段階に応じた課題に対応できるよう分類・整理したも

のである．知的障害教育における自立活動は，「各教科，道

徳，総合的な学習の時間および特別活動」を含めた教育活

動であり，特別活動を要として行うキャリア教育とも密接

な関連を保ち，学校教育全体を通じて密接な関連を図って

いく必要がある．文部科学省（2004）21)では，特別支援教

育における各教科等とキャリア教育の関係について特別支

援学校独自の指導領域である「自立活動」を加えた範囲に

まとめている（図 7）．自立活動は障害のある子どもの社会

的自立や社会参加を目指した教育を展開していく上で重要

な意義があり，学校から社会への移行学習を含めた教育課

程上，重要な位置付けになるだろう． 
 

 
図 7  特別支援教育におけるキャリア教育の範囲 11） 

 
さらに，図 7 の特別支援教育におけるキャリア教育の範

囲では，各教科等の中だけでなく，家庭や地域との関連に

よるキャリア教育の重要性を示し，このことは通常教育で
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援計画に基づく家庭や医療・福祉・労働等の関係諸機関と

の連携が必要なことから，「家庭や医療・福祉・労働等の関

係諸関係との連携が必要であり，家庭や各機関の利用の際

の活動等を通した包括的なアプローチが必要である」と示

されている 11)．自立活動の指導を曖昧にすることなく，自

立活動の視点，キャリア教育の視点から各教科等の指導を
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（2） 知的障害教育での自立活動を核としたキャリア教育

の実践例 
本校は，知的障害が軽い生徒を対象として，将来の職業

的自立に必要な専門的教育を行う知的障害教育部門の高等
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業を展開している（図 8）．1 年生から 2 年生前期において

は，「仕事選び」の時期であり，1 年生のキーワード「知る」，

2 年前期のキーワード「選ぶ」をテーマに，様々な職域を

体験し，自信をつけ，自分の強みを発見し，自分のやりた

い仕事を探していく期間である．2 年後期以降は，「会社選
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体験した職域の中から将来働きたい職域を 1 つ自己選択し，

現場実習にチャレンジしていく期間である．3 年生では，

これまでの現場実習先からの評価と自己評価を見比べ，採

用選考に向けて 1 社に絞り，見通しをもちながら現場実習

を行っていく期間である．また，実習だけのプロセスだけ

でなく，キーワードをテーマに 1 年生では，自立活動区分

の「心理的安定」における「状況の理解と変化への対応」

や「人間関係の形成」における「自己の理解と行動の調整」

と関連付け，「自己理解，身近な職業について」などを学習

し，自分自身の適性や能力を知り，身近な職業を知ること

で職業への関心を高めている．2 年生では，自立活動区分

の「人間関係の形成」における「他者との関わりの基礎」

や「他者の意図や感情の理解」と関連付けて，「自己適性，

就業体験・現場実習」から他者との関わりを通して個々の

適性を知り，強み・弱みを理解する．3 年生では，自立活動

区分の「コミュニケーション」における「コミュニケーシ

ョンの基礎的能力」や「状況に応じたコミュニケーション」

と関連付けて，「自己実現」へ向けての働く意義の理解，コ

ミュニケーション能力の向上，ビジネスマナーを習得し，

自己の生き方について考え，採用選考に向けて就職を「勝

ち取る」ことを目指す．内定後は学校卒業後も困らないよ

うに，就労支援，暮らし方，余暇についても学習する機会

を設定し，学校から社会へ円滑な移行ができるように取り

組んでいる．キャリアガイダンスの学びから実習（職業に

関する教科）を通して，実践練習における経験を積み，現

場実習先で生かし，就労に必要な力をつけていくことにな

る． 
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（3） 教育課程の課題
近年，知的障害特別支援学校の生徒人数は増加傾向に

あり，東京都保健福祉局（2017）15）によるとその進路先
として企業就労を希望する生徒も増加している（表 1）．
知的障害特別支援学校においては，これまでも作業学習
や産業現場等における実習を中心に職業教育を行ってお
り，社会の変化や障害の多様化が進む中，学校教育にお
いては職業的な自立及び社会参加を推進していくための
教育が求められている．また，知的障害のある児童生徒
に対しては，その学習上の特性から実態に合わせた指導
として，「各教科，道徳，特別活動及び自立活動を合わ
せた指導」を行うことができ，基礎的・汎用的能力を領
域・教科を合わせた指導として学習することと考えれば

「日常生活の指導においては自己理解・自己管理能力（自
分がしたいこと，自分ができること，自分の役割の理解
など）」，「遊びの指導においては人間関係形成・社会形

成能力（他者に働きかけ，コミュニケーション力向上な
ど）」，「生活単元学習においては課題対応能力（様々な
課題を発見，本質の理解など）」，「作業学習においては
キャリアプランニング能力（学ぶことの理解，自分の生
き方について情報を活用し，主体的に判断できるなど）」
を取り入れて授業展開が可能であると考える．一方で，
知的障害者の離職については問題視されている．伊藤・
越野（2009）2）によると，特別支援学校高等部卒業生に
対し，過去 5 年間の卒業生の離職までの期間について調
査した結果から，「一般就労した卒業生は，2 年以内に約
1 割，5 年以内に約 2 割は離職している」と報告している．
同様に，東京都社会福祉協議会（2008）10）では，「就業
に結びついた卒業生のうち，おおむね 3 年で 2 割強は離
職している」と報告した．離職の要因として福井・橋本

（2015）18）は「仕事上の相談の有無」や中嶋・渡邉・田
中（2013）17）は，「職場における人間関係」を挙げている．
これらの要因は，自分の考えや意思を相手に伝えること
が困難や，これまでの経験から発言する機会が少なく自
信がもてない知的障害者も多いのではないか．障害者職
業センター（2017）16）によると離職者の離職理由を分析
したところ，軽度知的障害者においては「作業水準だけ
の課題だけでなく，良好な対人関係の構築にも課題を有
する」と報告し，太田（2017）3）によると，「職場に定
着する際に求められる能力では，『困ったときに誰かに
相談できる能力』が本人の要因として重視されるべき能
力」と指摘している．

現状の教育課程では，職業教育における授業において
同学年同士の授業実践が行われている．国立教育政策研
究所生徒指導研究センター（2014）8）によると「児童生
徒の社会性を育むための生徒指導プログラムの開発」に
おいて，「意図的・計画的に『異年齢の交流活動』を確
実に実施することにより，『社会性の基礎』を育成する
ことができる」としている．つまり，異年齢の生徒たち
による授業実践は社会性（対人関係能力）が育つと考え
られる．また，マニュアルを通して成功体験を積み重ね
ることを重視するあまり，失敗をした体験から本来の課
題を解決するための試行錯誤の授業体験が少なくなって
いることが課題と考えられる．

先行研究からも学校教育では，社会的・職業的自立の
力をつけていく必要があり，その能力こそが基礎的汎用
能力であり，これらを育成するには「各教科，道徳，総
合的な学習の時間および特別活動」を含めた教育活動を
行う自立活動と知的障害教育で行う各領域・教科を合わ
せて行う指導を関連付けて行っていくことが必要であろ
う．
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（1） 職業学科開設の意義と歴史 
1989（平成元）年に示された盲学校，聾学校及び養護学

校高等部学習指導要領で知的障害教育における専門教科と

して「家政」「農業」「工業」が新しく示された 19)．その後，

2009（平成 21）年の特別支援学校学習指導要領改訂におい

て高等部の総則に「キャリア教育を推進すること」が盛り

込まれ，さらに，知的障害教育の専門教科に「福祉」が新

たに加わった 23)．障害者の自立と社会参加を推進するため

に特別支援教育においてもキャリア教育，職業教育に対す

る充実が図られ，知的障害特別支援学校高等部においては

職業教育を主とする学科（以下，職業学科）の設置が進ん

でいる． 
文部科学省（2009b）24)は，職業教育について「職業教育

は，一般に特定の職業に就くために必要な知識・技能及び

態度を身につけることができるようにすることを目的とす

るが，知的障害のある生徒の教育においては，将来，自立

し社会参加することを目指し，職業人としてだけではなく，

社会人としても，必要で一般的な知識・技能及び態度を身

につけるようにすることを目的とするところに特色がある」

と示した．これは知的障害のある生徒が社会的・職業的自

立をしていくためには職業学科の生徒であっても特定の分

野の知識，技能，態度の習得のみならず社会人，職業人と

しての基礎基本を身につけることが教育上重要であるとい

うことを示している． 
東京都教育委員会（2007）13)においては，平成 18 年 12

月に「10 年後の東京～東京が変わる～」を発表し，「今後

10 年間で障害者雇用を 3 万人以上増加する」という施策目

標を掲げ，特別支援学校のみならず，全ての学校において

特別支援教育を推進するための取組を実施することになっ

た．さらに，東京都教育委員会は，東京都特別支援教育推

進計画に基づき，これまで東京都立知的障害特別支援学校

高等部に設置を進めてきた比較的規模の大きい職業学科で

ある「就業技術科」に加え，新たに比較的小規模の職業学

科である「職能開発科」の設置を進め，2007（平成 19） 年
に都立永福学園，2009（平成 21） 年に都立青峰学園，2010
（平成 22） 年度に都立南大沢学園など開校しており，平

成 30 年度現在で，就業技術科 5 校，職能開発科 3 校が開

校している． 
 
（2） 職業学科におけるカリキュラム例 

Ｘ学園（以下，本校）のカリキュラムの内容を示す．授

業は，1 単位時間が 40 分で，1 日に 7 時間を基本とし，「職

業に関する教科」では，「流通・サービス」，「家政」，「福祉」

の内容や実習を中心に学んでいる．「職業に関する教科」の

設定にあたっては，就労した時に長時間の業務に耐えられ

るよう 1 年次では，2 日間の全時間を割り当てられ，学年

が上がると時間数も増えていく．普通教科の指導は，教科

担任制であり，卒業後の社会生活で必要となる基礎的な知

識・技術について学ぶことになる．「キャリアガイダンス」

では，「道徳」，「自立活動」等の内容について学習し，例え

ば，職場で必要となる対人関係能力や態度の育成などの習

得を図られている（図 4, 図 5, 図 6）． 
 

図 4  高等部 1 学年週時程の例 
 

図 5  高等部 2 学年週時程の例 

図 6  高等部 3 学年週時程の例 
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た．さらに，東京都教育委員会は，東京都特別支援教育推

進計画に基づき，これまで東京都立知的障害特別支援学校

高等部に設置を進めてきた比較的規模の大きい職業学科で

ある「就業技術科」に加え，新たに比較的小規模の職業学

科である「職能開発科」の設置を進め，2007（平成 19） 年
に都立永福学園，2009（平成 21） 年に都立青峰学園，2010
（平成 22） 年度に都立南大沢学園など開校しており，平

成 30 年度現在で，就業技術科 5 校，職能開発科 3 校が開

校している． 
 
（2） 職業学科におけるカリキュラム例 

Ｘ学園（以下，本校）のカリキュラムの内容を示す．授

業は，1 単位時間が 40 分で，1 日に 7 時間を基本とし，「職

業に関する教科」では，「流通・サービス」，「家政」，「福祉」

の内容や実習を中心に学んでいる．「職業に関する教科」の

設定にあたっては，就労した時に長時間の業務に耐えられ

るよう 1 年次では，2 日間の全時間を割り当てられ，学年

が上がると時間数も増えていく．普通教科の指導は，教科

担任制であり，卒業後の社会生活で必要となる基礎的な知

識・技術について学ぶことになる．「キャリアガイダンス」

では，「道徳」，「自立活動」等の内容について学習し，例え

ば，職場で必要となる対人関係能力や態度の育成などの習

得を図られている（図 4, 図 5, 図 6）． 
 

図 4  高等部 1 学年週時程の例 
 

図 5  高等部 2 学年週時程の例 

図 6  高等部 3 学年週時程の例 
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がら改善していくことができると考える．授業において
「コミュニケーションをより大切にしながら，助け合っ
て作業をする」という授業目標を達成するために，人間
関係の構築やコミュニケーション能力の育成にキャリア
教育の視点を当てて授業改善をすることで，発達段階に
応じた課題の達成や役割を果たす意欲につながり，学校
教育目標である児童生徒の QOL の向上が高められると
考える．

これらのことから，知的障害者の就労継続支援におい
て「困ったときに相談できる能力」，「人間関係の構築」
などを意識し，自立活動区分における「コミュニケーショ
ン」や「人間関係」の指導においてはキャリア教育の指
導内容と重なる部分が多いため，職業学科における職業
教育や自立活動の取り組みに対してキャリア教育の視点
で授業改善する必要性があることが示唆された．

知的障害者にとって「人間関係」や「コミュニケーショ
ン」を改善していくことは困難な場合が多いが，現状の
教育課程では同学年同士の授業実践が行われているた
め，人間関係が限定されている．社会とのつながりや働
くことの現実を考えると，将来起こり得る課題にどのよ
うに対応していくのか考える必要がある．現状の教育課
程では，2 学年の月曜日 5 から 7 限「職業に関する教科」

（図 9）と 3 学年の月曜日 5 から 7 限「職業に関する教科」
（図 10）の部分で「ビルメンテナンスコース」の授業が
行われており，2,3 学年の異年齢チームとして試験的に
取り入れていく予定である．人間関係を限定せず，授業
実践が行えること，失敗を意図的に回避させる学習やマ
ニュアル通りの学習だけではなく，失敗から何を学び，
どのように課題を解決したらよいのか学ぶ機会を作るこ
とで，将来の自立や社会参加に向けて必要な資質・能力
が育つのではないかと考える．

今後の課題として，各教科等の目標・内容と関連付け
た指導や評価が曖昧にならないように，知的障害教育活
動全体を見直し，教育課程にキャリア教育の視点を位置
付けていくことが課題となる．特別な教育的支援が必要
な児童生徒は，短期間で変化を求めるのではなく，長い
見通しの中で，時間をかけて自立への発達を促していく
必要があり，就労継続において自分らしく生きることが
できているのか，就労継続調査をすることで，児童生徒
一人一人のキャリア発達への支援につなげていきたいと
考えている．

図９　高等部 2学年週時程の例

図 10　高等部 3学年週時程の例
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知的障害教育における自立活動の取り組み
～高等部における軽度知的障害生徒への就労継続支援に関するキャリア教育の視点から～
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をテーマに，様々な職域を体験し，自信をつけ，自分の
強みを発見し，自分のやりたい仕事を探していく期間で
ある．2 年後期以降は，「会社選び」の時期であり，「選ぶ・
選ばれる」をテーマに 1 年生で体験した職域の中から将
来働きたい職域を 1 つ自己選択し，現場実習にチャレン
ジしていく期間である．3 年生では，これまでの現場実
習先からの評価と自己評価を見比べ，採用選考に向けて
1 社に絞り，見通しをもちながら現場実習を行っていく
期間である．また，実習だけのプロセスだけでなく，キー
ワードをテーマに 1 年生では，自立活動区分の「心理的
安定」における「状況の理解と変化への対応」や「人間
関係の形成」における「自己の理解と行動の調整」と関
連付け，「自己理解，身近な職業について」などを学習し，
自分自身の適性や能力を知り，身近な職業を知ることで
職業への関心を高めている．2 年生では，自立活動区分
の「人間関係の形成」における「他者との関わりの基礎」
や「他者の意図や感情の理解」と関連付けて，「自己適性，
就業体験・現場実習」から他者との関わりを通して個々
の適性を知り，強み・弱みを理解する．3 年生では，自
立活動区分の「コミュニケーション」における「コミュ
ニケーションの基礎的能力」や「状況に応じたコミュニ
ケーション」と関連付けて，「自己実現」へ向けての働
く意義の理解，コミュニケーション能力の向上，ビジネ
スマナーを習得し，自己の生き方について考え，採用選
考に向けて就職を「勝ち取る」ことを目指す．内定後は
学校卒業後も困らないように，就労支援，暮らし方，余
暇についても学習する機会を設定し，学校から社会へ円
滑な移行ができるように取り組んでいる．キャリアガイ
ダンスの学びから実習（職業に関する教科）を通して，
実践練習における経験を積み，現場実習先で生かし，就
労に必要な力をつけていくことになる．

 

図 8  3 年間のキャリアガイダンスとキーワード

（3） 学習指導要領改訂における自立活動の意義と方向性
文部科学省（2018c）35）では，「近年，特別支援学校に

在籍する重複障害者の児童生徒数の割合が増加傾向にあ
り，多様な障害種に応じた自立活動の指導の充実を図っ
ていくことが求められている．また，特別支援学校や通
級による指導において，子供たちの多様な障害の種類や
状態等に応じた決め細かな自立活動の指導の充実」が求
められている．このような状況を踏まえて学習指導要領
改訂では，健康の保持の区分に１項目，新規項目が加え
られている．これは，多様な障害の種類や状態に応じて，
自己の障害の特性の理解を深め，自ら生活環境に主体的
に働きかけ，より過ごしやすい生活環境に整える力を身
につけるということ，そのような力を身につけるために，
障害の特性との理解と生活環境の調整に関することが設
けられたことで，より一層，自立活動の重要性がわかる．

特別支援教育においては，これまでも自立と社会参加
を目指した取り組みが行われてきている．キャリア教育
を推進していく上で，児童生徒のキャリア発達を促して
いくことが求められる中，児童生徒が自らの力で生き方
を選択していくことができるように，学校は必要な能力
や態度を身につけさせなければならない．そのためには，
ライフステージに応じた自立や社会参加を促すキャリア
発達支援が必要であり，田中（2017）12）は，「生徒自身
が将来の生活をイメージし「何のために働くのか」とい
う就労への意味や意義について自分なりの考えを持つこ
と」を指摘していることからも発達段階に応じた教育内
容を検討し，仕事以外のスキルも身につけていけるよう
に自立活動の改善・充実，進路指導に応じたキャリア教
育の改善・充実を図ることが求められる．知的障害を持
つ生徒のキャリア発達を支援し，キャリアを形成してい
くために必要な能力や態度を育て，さらに社会的・職業
的自立のために必要な基盤となる能力や態度の育成が必
要であり，その方法として自立活動の領域を活用しキャ
リア教育を育むことができると考える．

（4） 知的障害教育での授業での取り組み提案
職業に関する教科の学習では，学年別にカリキュラム

が組まれている（図 9, 図 10）．この学年別で行われてい
る部分を縦割りにすることで，他学年との交流が生まれ，
年齢の違う相手であっても仕事としてコミュニケーショ
ン力を図ることができると考える．自立活動は，児童生
徒の障害の状態や発達の程度に応じて 6 つの区分で指導
内容が示されており，学習指導要領改訂によって小中学
部ともキャリア教育の充実が明記され，「コミュニケー
ション」や「人間関係の形成」の内容とキャリア教育の
指導が重なる部分があるため，キャリア教育の視点で自
立活動の指導，自立活動の視点で職業教育を取り入れな
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立活動の取り組みに対してキャリア教育の視点で授業改善

する必要性があることが示唆された． 
知的障害者にとって「人間関係」や「コミュニケーショ

ン」を改善していくことは困難な場合が多いが，現状の教

育課程では同学年同士の授業実践が行われているため，人

間関係が限定されている．社会とのつながりや働くことの

現実を考えると，将来起こり得る課題にどのように対応し

ていくのか考える必要がある．現状の教育課程では，2 学

年の月曜日 5 から 7 限「職業に関する教科」（図 9）と 3 学

年の月曜日 5 から 7 限「職業に関する教科」（図 10）の部

分で「ビルメンテナンスコース」の授業が行われており，

2,3 学年の異年齢チームとして試験的に取り入れていく予

定である．人間関係を限定せず，授業実践が行えること，

失敗を意図的に回避させる学習やマニュアル通りの学習だ

けではなく，失敗から何を学び，どのように課題を解決し

たらよいのか学ぶ機会を作ることで，将来の自立や社会参

加に向けて必要な資質・能力が育つのではないかと考える． 
今後の課題として，各教科等の目標・内容と関連付けた

指導や評価が曖昧にならないように，知的障害教育活動全

体を見直し，教育課程にキャリア教育の視点を位置付けて

いくことが課題となる．特別な教育的支援が必要な児童生

徒は，短期間で変化を求めるのではなく，長い見通しの中

で，時間をかけて自立への発達を促していく必要があり，
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就労継続において自分らしく生きることができているのか，

就労継続調査をすることで，児童生徒一人一人のキャリア

発達への支援につなげていきたいと考えている． 

図 9  高等部 2 学年週時程の例 
 

図 10  高等部 3 学年週時程の例 
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知的障害教育における自立活動の取り組み
～高等部における軽度知的障害生徒への就労継続支援に関するキャリア教育の視点から～

9

をテーマに，様々な職域を体験し，自信をつけ，自分の
強みを発見し，自分のやりたい仕事を探していく期間で
ある．2 年後期以降は，「会社選び」の時期であり，「選ぶ・
選ばれる」をテーマに 1 年生で体験した職域の中から将
来働きたい職域を 1 つ自己選択し，現場実習にチャレン
ジしていく期間である．3 年生では，これまでの現場実
習先からの評価と自己評価を見比べ，採用選考に向けて
1 社に絞り，見通しをもちながら現場実習を行っていく
期間である．また，実習だけのプロセスだけでなく，キー
ワードをテーマに 1 年生では，自立活動区分の「心理的
安定」における「状況の理解と変化への対応」や「人間
関係の形成」における「自己の理解と行動の調整」と関
連付け，「自己理解，身近な職業について」などを学習し，
自分自身の適性や能力を知り，身近な職業を知ることで
職業への関心を高めている．2 年生では，自立活動区分
の「人間関係の形成」における「他者との関わりの基礎」
や「他者の意図や感情の理解」と関連付けて，「自己適性，
就業体験・現場実習」から他者との関わりを通して個々
の適性を知り，強み・弱みを理解する．3 年生では，自
立活動区分の「コミュニケーション」における「コミュ
ニケーションの基礎的能力」や「状況に応じたコミュニ
ケーション」と関連付けて，「自己実現」へ向けての働
く意義の理解，コミュニケーション能力の向上，ビジネ
スマナーを習得し，自己の生き方について考え，採用選
考に向けて就職を「勝ち取る」ことを目指す．内定後は
学校卒業後も困らないように，就労支援，暮らし方，余
暇についても学習する機会を設定し，学校から社会へ円
滑な移行ができるように取り組んでいる．キャリアガイ
ダンスの学びから実習（職業に関する教科）を通して，
実践練習における経験を積み，現場実習先で生かし，就
労に必要な力をつけていくことになる．

 

図 8  3 年間のキャリアガイダンスとキーワード

（3） 学習指導要領改訂における自立活動の意義と方向性
文部科学省（2018c）35）では，「近年，特別支援学校に

在籍する重複障害者の児童生徒数の割合が増加傾向にあ
り，多様な障害種に応じた自立活動の指導の充実を図っ
ていくことが求められている．また，特別支援学校や通
級による指導において，子供たちの多様な障害の種類や
状態等に応じた決め細かな自立活動の指導の充実」が求
められている．このような状況を踏まえて学習指導要領
改訂では，健康の保持の区分に１項目，新規項目が加え
られている．これは，多様な障害の種類や状態に応じて，
自己の障害の特性の理解を深め，自ら生活環境に主体的
に働きかけ，より過ごしやすい生活環境に整える力を身
につけるということ，そのような力を身につけるために，
障害の特性との理解と生活環境の調整に関することが設
けられたことで，より一層，自立活動の重要性がわかる．

特別支援教育においては，これまでも自立と社会参加
を目指した取り組みが行われてきている．キャリア教育
を推進していく上で，児童生徒のキャリア発達を促して
いくことが求められる中，児童生徒が自らの力で生き方
を選択していくことができるように，学校は必要な能力
や態度を身につけさせなければならない．そのためには，
ライフステージに応じた自立や社会参加を促すキャリア
発達支援が必要であり，田中（2017）12）は，「生徒自身
が将来の生活をイメージし「何のために働くのか」とい
う就労への意味や意義について自分なりの考えを持つこ
と」を指摘していることからも発達段階に応じた教育内
容を検討し，仕事以外のスキルも身につけていけるよう
に自立活動の改善・充実，進路指導に応じたキャリア教
育の改善・充実を図ることが求められる．知的障害を持
つ生徒のキャリア発達を支援し，キャリアを形成してい
くために必要な能力や態度を育て，さらに社会的・職業
的自立のために必要な基盤となる能力や態度の育成が必
要であり，その方法として自立活動の領域を活用しキャ
リア教育を育むことができると考える．

（4） 知的障害教育での授業での取り組み提案
職業に関する教科の学習では，学年別にカリキュラム

が組まれている（図 9, 図 10）．この学年別で行われてい
る部分を縦割りにすることで，他学年との交流が生まれ，
年齢の違う相手であっても仕事としてコミュニケーショ
ン力を図ることができると考える．自立活動は，児童生
徒の障害の状態や発達の程度に応じて 6 つの区分で指導
内容が示されており，学習指導要領改訂によって小中学
部ともキャリア教育の充実が明記され，「コミュニケー
ション」や「人間関係の形成」の内容とキャリア教育の
指導が重なる部分があるため，キャリア教育の視点で自
立活動の指導，自立活動の視点で職業教育を取り入れな
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（4） 知的障害教育での授業での取り組み提案 

職業に関する教科の学習では，学年別にカリキュラムが

組まれている（図 9, 図 10）．この学年別で行われている部

分を縦割りにすることで，他学年との交流が生まれ，年齢

の違う相手であっても仕事としてコミュニケーション力を

図ることができると考える．自立活動は，児童生徒の障害

の状態や発達の程度に応じて 6 つの区分で指導内容が示さ

れており，学習指導要領改訂によって小中学部ともキャリ

ア教育の充実が明記され，「コミュニケーション」や「人間

関係の形成」の内容とキャリア教育の指導が重なる部分が

あるため，キャリア教育の視点で自立活動の指導，自立活

動の視点で職業教育を取り入れながら改善していくことが

できると考える．授業において「コミュニケーションをよ

り大切にしながら，助け合って作業をする」という授業目

標を達成するために，人間関係の構築やコミュニケーショ

ン能力の育成にキャリア教育の視点を当てて授業改善をす

ることで，発達段階に応じた課題の達成や役割を果たす意

欲につながり，学校教育目標である児童生徒の QOL の向

上が高められると考える． 
これらのことから，知的障害者の就労継続支援において

「困ったときに相談できる能力」，「人間関係の構築」など

を意識し，自立活動区分における「コミュニケーション」

や「人間関係」の指導においてはキャリア教育の指導内容

と重なる部分が多いため，職業学科における職業教育や自

立活動の取り組みに対してキャリア教育の視点で授業改善

する必要性があることが示唆された． 
知的障害者にとって「人間関係」や「コミュニケーショ

ン」を改善していくことは困難な場合が多いが，現状の教

育課程では同学年同士の授業実践が行われているため，人

間関係が限定されている．社会とのつながりや働くことの

現実を考えると，将来起こり得る課題にどのように対応し

ていくのか考える必要がある．現状の教育課程では，2 学

年の月曜日 5 から 7 限「職業に関する教科」（図 9）と 3 学

年の月曜日 5 から 7 限「職業に関する教科」（図 10）の部

分で「ビルメンテナンスコース」の授業が行われており，

2,3 学年の異年齢チームとして試験的に取り入れていく予

定である．人間関係を限定せず，授業実践が行えること，

失敗を意図的に回避させる学習やマニュアル通りの学習だ

けではなく，失敗から何を学び，どのように課題を解決し

たらよいのか学ぶ機会を作ることで，将来の自立や社会参

加に向けて必要な資質・能力が育つのではないかと考える． 
今後の課題として，各教科等の目標・内容と関連付けた

指導や評価が曖昧にならないように，知的障害教育活動全

体を見直し，教育課程にキャリア教育の視点を位置付けて

いくことが課題となる．特別な教育的支援が必要な児童生

徒は，短期間で変化を求めるのではなく，長い見通しの中

で，時間をかけて自立への発達を促していく必要があり，
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